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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(1）連結経営指標等      

売上高（百万円） 315,432 334,541 347,394 373,748 375,759 

経常利益（百万円） 2,036 2,623 3,331 4,947 4,679 

当期純利益（百万円） 1,062 1,012 1,605 2,540 2,765 

純資産額（百万円） 26,155 26,609 27,873 31,154 35,965 

総資産額（百万円） 137,714 122,912 133,192 136,012 134,072 

１株当たり純資産額（円） 1,598.56 1,621.18 1,704.85 1,804.68 1,872.33 

１株当たり当期純利益（円） 64.91 56.03 92.22 146.70 143.15 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 135.56 132.77 

自己資本比率（％） 19.0 21.7 20.9 22.9 26.8 

自己資本利益率（％） 4.1 3.8 5.9 8.6 8.2 

株価収益率（倍） 15.39 11.07 11.28 10.33 15.58 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
5,995 △9,851 214 8,590 1,136 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,423 5,902 △1,678 △1,400 △3,935 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,460 1,737 2,287 △4,521 △479 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
5,411 3,200 4,023 6,691 3,413 

従業員数（人） 1,807 1,802 1,770 1,772 1,578 

 



 （注）１．連結売上高及び売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

２．△はキャッシュ・フローにおける支出超過を示しております。 

３．第22期迄の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．第20期の１株当たり配当額25円は、創立20周年記念配当５円を含んでおります。 

５．第21期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（百万円） 285,387 311,962 326,883 353,894 368,308 

経常利益（百万円） 2,284 2,225 3,155 4,217 4,411 

当期純利益（百万円） 1,181 1,041 1,100 2,377 2,627 

資本金（百万円） 9,318 9,318 9,318 9,898 11,231 

（発行済株式総数）（千株） (16,364) (16,364) (16,364) (17,222) (19,191) 

純資産額（百万円） 26,570 27,063 27,843 30,983 35,664 

総資産額（百万円） 129,764 116,437 126,864 130,049 133,050 

１株当たり純資産額（円） 1,623.93 1,650.26 1,702.99 1,796.21 1,857.55 

１株当たり配当額（円） 

(内１株当たり中間配当額) 

25 

(10) 

20 

(10) 

20 

(10) 

30 

(10) 

30 

(15) 

１株当たり当期純利益（円） 72.19 59.09 62.72 138.40 136.71 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 127.89 126.79 

自己資本比率（％） 20.5 23.2 22.0 23.8 26.8 

自己資本利益率（％） 4.5 3.9 4.0 8.1 7.9 

株価収益率（倍） 13.84 10.49 16.58 10.95 16.31 

配当性向（％） 34.6 33.9 31.9 21.6 21.9 

従業員数（人） 1,114 1,133 1,145 1,195 1,201 



２【沿革】 

 当社（登記上の設立年月日 昭和49年８月８日）は、ダイワボウ情報システム株式会社（実質上の存続会社）の株

式額面を変更するため、平成２年４月１日を合併期日として、同社を吸収合併いたしました。合併前の当社は休業状

態であるため、会社の沿革は、実質上の存続会社について記載しております。 

年月 概要 

昭和57年４月 大和紡績株式会社が非繊維事業への展開の一環として情報関連部門へ進出するために資本金20,000千円で大阪市東区（現

中央区）に当社を設立。情報処理に関するシステム機器の開発及び販売並びにＯＡシステム、通信機器の販売を目的とし

て業務を開始。 

昭和58年６月 日本電気株式会社と販売特約店契約を締結。 

昭和58年８月 佐賀市に佐賀支店を開設。パーソナルコンピュータの営業を開始。 

昭和62年５月 本社内にあったパソコンショップを大阪支店として大阪市都島区の住友生命京橋ビルに移転。 

昭和62年６月 東京都台東区に東京支店を開設。パーソナルコンピュータの営業を開始。 

平成２年４月 株式額面を500円に変更するため合併。東京都台東区に東京本社を開設。 

平成３年11月 株式を社団法人日本証券業協会へ店頭銘柄として登録。 

平成４年１月 東京都台東区の東京本社を東京都港区へ移転。 

平成４年４月 茨木物流センター開設。 

平成４年11月 資本金40,000千円で大阪市中央区にダイワボウコンピュータ販売株式会社（平成７年９月にディーアイエスコンピュータ

販売株式会社に社名変更）を設立。 

平成４年12月 資本金50,000千円で大阪市中央区にディーアイエス物流株式会社を設立。 

平成６年５月 資本金50,000千円で大阪市中央区にディーアイエス情報機器販売株式会社を設立。 

大阪市中央区に「パソコンの館」日本橋店をオープン。 

平成７年７月 ＯＡシステム事業部、システム技術事業部及びシステム通信事業部を分離独立させ、資本金95,000千円で子会社ディーア

イエスシステム販売株式会社として、営業を開始。 

平成７年９月 インターネット関連業務を整理統合し、子会社に移管するため、ディーアイエスインターネット株式会社及び大阪インタ

ーネット株式会社を設立（各々資本金10,000千円）。 

顧客サービス体制充実のため、コンピュータ関連の教育・メンテナンス及び人材派遣を事業内容とするディーアイエステ

クノサービス株式会社を設立（資本金10,000千円）。 

平成７年10月 九州物流センター開設。 

平成８年１月 顧客サービス体制充実のため、東京地区にもディーアイエス東京テクノ株式会社を設立（資本金10,000千円）。 

平成８年２月 岡山物流センター開設。 

平成８年７月 静岡物流センター開設。 

インターネットによる通信販売のノウハウを確立するため、ディーアイエスサイバーセールス株式会社を設立（資本金

10,000千円）。 

平成９年２月 仙台センター、関東センター開設。 

平成９年３月 神戸センター、九州第２センター開設。 

平成９年９月 デジタル周辺機器を専門に扱うため、ディーアイエスディジタルペリフェラル販売株式会社を設立（資本金90百万円）。 

平成９年11月 小牧市に中部センター開設。 

平成９年12月 東京証券取引所市場第二部及び大阪証券取引所市場第二部に上場。 

平成11年３月 関東第２センター、第３センター開設。 

平成11年４月 ディーアイエスシステム販売株式会社がディーアイエスインターネット株式会社を吸収合併。ディーアイエステクノサー

ビス株式会社がディーアイエス東京テクノ株式会社を吸収合併。 

平成12年１月 当社がディーアイエスコンピュータ販売株式会社を吸収合併。 

平成12年４月 ＢｔｏＢ（企業間）インターネット販売を行うためアイティーエージェント株式会社（現ＩＴエージェント株式会社）を

設立。 

ディーアイエスサイバーセールス株式会社の行っていたインターネット通信販売事業を同社に移管。 

平成12年９月 東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第一部に上場。 

平成13年11月 情報機器店頭小売販売事業の再編強化のため、ナガシマ情報通信株式会社の発行済株式の51％を取得し、子会社化。 

平成14年４月 当社がディーアイエスディジタルペリフェラル販売株式会社を吸収合併。 

ナガシマ情報通信株式会社がディーアイエス情報機器販売株式会社を吸収合併し、社名をディーアイエスナガシマ株式会

社に変更。（平成16年10月に株式会社ＺＯＡに社名変更） 

平成16年３月 システムソリューション事業の強化のため、トーメンサイバービジネス株式会社の発行済株式総数の29.9％を取得し、関

連会社化。 

平成16年10月 ソリューション事業強化のため、休眠子会社大阪インターネット株式会社を改組・変更し、ディーアイエスソリューショ

ン株式会社として事業開始。 

平成17年４月 コンテンツ事業拡大のため、ディーアイエスアートワークス株式会社を設立（資本金20,000千円） 

平成17年６月 株式会社ＺＯＡが、ジャスダック証券取引所に上場。関連会社となる。 

平成17年９月 Ｗｅｂ通販サイト「パソＱ」を運営していたＩＴエージェント株式会社の全株式を売却。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社５社及び関連会社２社により構成されております。当社は、コンピュータ機器およ

び周辺機器の販売等の事業活動を展開しております。 

 子会社のディーアイエステクノサービス株式会社は、コンピュータの技術サポート並びに情報サービスの提供その

他の人材派遣事業を行い、ディーアイエス物流株式会社は、物流センターのコンピュータ制御による自動化と全国展

開による即納体制により、パソコンをメインとした情報機器専門の物流会社として当社グループの物流を一手に担っ

ております。 

 ディーアイエスシステム販売株式会社及びディーアイエスソリューション株式会社は、通信機器の販売及び関連サ

ービス並びにシステム開発、ＬＡＮ・ＷＡＮ、グループウェアなどのネットワーク構築を中心としたソリューション

ビジネスを行っております。なお、ディーアイエスシステム販売株式会社は、平成18年２月28日付で解散を決議し、

会社清算手続中であります。 

 平成17年４月には、コンテンツ事業の拡大を図るべく、グループ各社のコンテンツ事業を一本化し、高度なスキル

を持った様々な表現を行う職人集団の専門企業として、ディーアイエスアートワークス株式会社を設立しました。 

 関連会社の株式会社ＺＯＡ（ゾア）は、コンピュータ機器及び周辺機器の一般消費者向け販売を行っております。

 トーメンサイバービジネス株式会社は、自社開発ビデオ会議システムの販売や集合住宅のブロードバンド化を実現

するＶＤＳＬ製品の販売などのブロードバンドソリューション事業を行っております。 

 「第５ 経理の状況 １(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメントとの関連を系統図で示すと次

のとおりであります。 

 なお、その他の関係会社として、大和紡績株式会社がありますが、営業上の取引がほとんどありませんので、系統

図には記載しておりません。 

 （注） ※は、関連会社で持分法適用会社。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．事業内容は事業の種類別セグメントの名称を記載しております。持分法適用関連会社及びその他の関係会社

については、主たる事業内容を記載しております。 

２．大和紡績㈱、トーメンサイバービジネス㈱、㈱ＺＯＡは、有価証券報告書を提出しております。 

３．議決権の所有割合又は被所有割合の（ ）は被所有割合を示しております。 

４．いずれの子会社についても、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が、それぞれ100分の10以下であるため主要な損益情報等の記載を省略しております。 

５．ディーアイエスアートワークス株式会社を平成17年４月に設立しております。 

６．ディーアイエスシステム販売株式会社は、平成18年２月28日付で解散を決議し、会社清算手続中でありま

す。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

事業内容 

議決権の
所有割合
又は被所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の
兼務等 

営業上の取引等 

（連結子会社）       

ディーアイエス物流㈱ 
大阪市 

中央区 
50 

情報機器卸売

等販売事業 
100.0 兼任５人 

当社より倉庫を賃借して当社及び

関係会社の物流サービスを行って

いる。 

当社より運転資金を援助してい

る。 

ディーアイエス 

システム販売㈱ 

大阪市 

中央区 
316 

システムイン

テグレーショ

ン事業 

100.0 兼任３人 

当社及び関係会社にコンピュータ

機器・関連システムの販売及び通

信サービスを行っている。 

当社より運転資金を援助してい

る。 

ディーアイエス 

ソリューション㈱ 

東京都 

品川区 
95 

システムイン

テグレーショ

ン事業 

100.0 兼任３人 

当社及び関係会社にコンピュータ

機器・関連システムの販売及び通

信サービスを行っている。 

当社より運転資金を援助してい

る。 

ディーアイエス 

テクノサービス㈱ 

大阪市 

中央区 
139 

サポート・ 

サービス事業 
98.5 兼任２人 

当社及び関係会社にコンピュータ

関係のサポート・サービス及び人

材の派遣を行っている。 

当社より運転資金を援助してい

る。 

ディーアイエス 

アートワークス㈱ 

大阪市 

中央区 
20 

サポート・ 

サービス事業 
100.0 兼任３人 

当社及び関係会社に雑誌「ＰＣ－

Ｗｅｂｚｉｎｅ」の発行やホーム

ページの更新を行っている。 

当社より運転資金を援助してい

る。 

（持分法適用関連会社）       

㈱ＺＯＡ 
静岡県 

沼津市 
331 

情報機器店頭

小売販売事業 
40.0 兼任３人 

当社よりコンピュータ機器及び周

辺機器等を仕入れている。 

トーメン 

サイバービジネス㈱ 

東京都 

港区 
623 

ブロードバン

ドソリューシ

ョン事業 

25.0 兼任２人 
当社にコンピュータ関連システム

の販売を行っている。 

（その他の関係会社）       

大和紡績㈱ 
大阪市 

中央区 
18,181 

各種繊維製品

の製造・販売 
(24.5) 兼任２人 

営業上の取引はほとんどない。従

業員の社宅等の施設を賃借してい

る。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 当連結会計年度より株式会社ＺＯＡが、連結子会社から持分法適用関連会社になりました。これにより、事業

の種類別セグメントは「情報機器店頭小売販売事業」を除く３つの区分になりました。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、従業員の親睦団体である「社員会」を中心に労使のコミュニケーションを

はかっており、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

情報機器卸売等販売事業 1,325 

サポート・サービス事業 123 

システムインテグレーション事業 130 

合計 1,578 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,201 30.3 6.7 5,007,041 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、好調な企業収益を背景として設備投資が増加し、雇用情勢の改善や個人消

費の拡大に繋がり、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 パソコン業界においては、電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）の発表によると、企業向け市場は、大企業は勿論

のこと中小企業まで広がり始めた業績改善を背景として、2000年前後に多数出荷されたパソコンのリプレースが継続

し、安定した動きを示すとともに、更なる発展のためのＩＴ投資や雇用拡大に伴う設備投資を積極化する企業も顕著

化し、最終年度となった「ＩＴ投資促進税制」の駆け込み需要と相まって、当期のパソコンの国内出荷台数は1,286

万台と過去最高を記録しました。個人向け市場も、個人所得が改善したことで、買い替え・買い増し需要を刺激し、

大画面液晶モデルやＡＶ機能を強化した話題性のある新商品の投入で一年を通じて需要が堅調に推移しました。 

 このような情勢のなかで、当社グループは、「新たな成長への挑戦－質・量－」を合言葉として、量を扱うことに

加え、質を高めて、顧客第一主義、地域密着営業の基本方針とローコストオペレーションの追求により、顧客に選ば

れるディストリビューターを目指して事業活動を展開してまいりました。 

 前年度に引き続き「オーバー・ザ・ミリオン」として、パソコンの拡販キャンペーンを実施し、117万８千台を販

売することができました。また、サーバーについても、「チャレンジサーバー５万台」としてパソコン同様に拡販キ

ャンペーンを実施し、実績５万４千台と目標を大きくクリアすることができました。 

 年間を通じて、個人情報保護法関連や情報漏えい対策ＩＴ資産管理等をテーマに「ソフトウェアソリューションセ

ミナー」と「セキュリティセミナー」を全国で展開し、好評を博しました。それとともに、重点ビジネスカテゴリー

商品として、「セキュリティ」、「サービス＆サポート」、「デジタル情報家電」、「ＩＰ電話関連」、「データベ

ースソフト、ミドルウェア、ソフトウェアライセンス」、「独占販売権を有する商品」、「バックアップ関連（ハー

ドウェア、ソフトウェア）」の拡販に注力し、売上高の底上げに努めました。 

 各事業すべてにおいて「ローコストオペレーション」を徹底し、特に物流コストの効率化を推し進めるなど販売管

理費の圧縮に努めました。 

 平成17年５月の連休中に、従来より開発中でありました新販売管理システム（ＤＩＳ－ＮＥＴⅡ）への切り替えを

完了しました。これにより、機能強化、処理能力の増強、業務効率化が図られ、売上高5,000億円に対応できる体制

が整い、今後の成長に向けて大きな戦力になります。 

 既に、子会社のディーアイエス物流株式会社では、環境マネジメントシステムの国際規格「ＩＳＯ14001」を取得

しておりましたが、当社においても、環境方針を制定し、地球環境に配慮した活動に取り組み、前々年の導入から、

３年をかけて、平成17年６月に、「ＩＳＯ14001」認証の全社取得を完了しました。また、温室効果ガス排出量６％

削減を目指した「チーム・マイナス６％」運動へも積極的に参加しております。 

 株式会社ＺＯＡのジャスダック証券取引所上場に伴い、平成17年６月17日に同社株式を売出しにより売却し、当社

の議決権比率が50.3％から40.0％に減少しました。これにより、連結子会社から持分法適用関連会社になりました。

この結果、表面上の売上高伸び率は、0.5％にとどまっておりますが、実質的には、3.7％増（132億99百万円増加）

になります。また、売上総利益率は、8.0％から7.3％に減少しておりますが、実質的には前年並みとなります。 

 平成17年４月に、新たに子会社ディーアイエスアートワークス株式会社を設立し、雑誌「ＰＣ－Ｗｅｂｚｉｎｅ」

の出版事業を移管するとともに、イベントの企画、運営やウェブサイトの企画、制作のコンテンツ事業を同社に集約

しました。 

 システムインテグレーション事業の根本的な改革と当該事業の位置づけを明確にし、新たにグループ内での再編成

を目指し、再構築を進めてきました。このほど、これがほぼ完了し、ディーアイエスシステム販売株式会社は平成18

年２月28日付で解散を決議し清算中であります。 

 Ｗｅｂ通販サイト「パソＱ」を運営していた持分法適用関連会社であったＩＴエージェント株式会社は、株式会社

プラザクリエイトから買収の申し入れがあり、株式を売却しました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は、3,757億59百万円（前年同期比0.5％増）となり、経常利益は46億79百万

円（同5.4％減）となりました。 

 また、特別利益で、株式会社ＺＯＡの株式売却益79百万円、持分変動益１億46百万円を計上し、特別損失で、固定

資産除却損１億25百万円と事務所解約に伴う損失１億16百万円を処理し、当期純利益は27億65百万円（同8.9％増）

となりました。 



 事業のセグメント別の業績概況につきましては次のとおりであります。 

［情報機器卸売等販売事業］ 

 パソコン需要が単価下落により金額ベースでは伸びない中で、周辺機器、ソフトウェア、サービス＆サポートな

どに注力し拡販に努めました。各パソコンメーカーと当社向けオリジナルのコラボレートモデルを企画してまいり

ましたが、家電系メーカーのパソコンも新たに加わり充実しました。取り扱いアイテム数が、100万件を超え、マ

ルチベンダーとして、さらに優位性に磨きをかけました。重点ビジネスカテゴリーとして、「セキュリティ」、

「サービス＆サポート」、「デジタル情報家電」、「ＩＰ電話関連」、「データベースソフト、ミドルウェア、ソ

フトウェアライセンス」、「独占販売権を有する商品」、「バックアップ関連（ハードウェア、ソフトウェア）」

の拡販に注力し、売上高の底上げに努めました。 

 これらの結果、情報機器卸売等販売事業の売上高は、前年同期比4.1％増の3,679億85百万円となり、営業利益

は、同1.1％減の43億48百万円となりました。 

［情報機器店頭小売販売事業］ 

 株式会社ＺＯＡが連結子会社から持分法適用関連会社になりました。これにより、当連結会計年度より事業の種

類別セグメントから「情報機器店頭小売販売事業」は、無くなりました。 

［サポート・サービス事業］ 

 ディーアイエステクノサービス株式会社は、当社と協業でサービス＆サポート拡販を進めており、サービス＆サ

ポートの各種メニューの充実をはかっております。また、ディーアイエスアートワークス株式会社についても、各

コンテンツへの取組み強化の結果、設立初年度から営業利益を計上することができました。 

 この結果、サポート・サービス事業の売上高は、前年同期比15.0％増の32億12百万円となり、営業利益は、同

50.0％増の63百万円となりました。 

［システムインテグレーション事業］ 

 ディーアイエスソリューション株式会社は、プロジェクト統括部を新設し、システム開発の進捗・損益管理を厳

格にしました。原点に立ち帰り、繊維システムグループを発足させ、繊維業界へのシステム提案を進めておりま

す。 

 この結果、システムインテグレーション事業の売上高は、前年同期比16.7％減の77億60百万円となり、営業利益

は、同51.4％増の２億80百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは11億36百万円の収入超過となり、投資活動による

キャッシュ・フローで、連結範囲の変更等により、39億35百万円の支出超過となり、財務活動によるキャッシュ・

フローでは、配当金支払い等で、４億79百万円の支出超過となりましたので、当連結会計期末残高の現金及び現金

同等物は、前連結会計年度末に比べて32億78百万円減少し、34億13百万円となりました。各キャッシュ・フローの

状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

 当連結会計年度は、仕入債務が９億52百万円増加し、たな卸資産も８億61百万円減少しましたが、売掛債権が35

億28百万円増加したことや未収入金が７億88百万円増加したことが大きく寄与し、税金等調整前当期純利益は46億

63百万円と減価償却費９億48百万円がプラスとなり、営業活動によるキャッシュ・フローは、11億36百万円の収入

超過となりました。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

 当連結会計年度は、投資有価証券の売却等による収入２億35百万円はありましたが、設備投資等で有形固定資産

の取得による支出３億26百万円、無形固定資産等の増加額12億25百万円などの支出に加え、連結範囲の変更に伴う

現金及び現金同等物の減少が21億29百万円あり、投資活動によるキャッシュ・フローは、39億円35百万円の支出超

過となりました。 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

 当連結会計年度は、長期借入金返済４億20百万円、長期借入金による収入６億円、配当金の支払い６億26百万円

などにより、財務活動によるキャッシュ・フローは、４億79百万円の支出超過となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 卸売、サポート・サービス等については、受注売上の割合が低いため、受注状況については、システムインテグレ

ーション事業について記載しております。また、システムインテグレーション事業の大半は、情報機器及び流通ソフ

ト等のカスタマイズ販売事業であり、システムの制作については、ウエイトが低いため、生産実績は記載しておりま

せん。 

(1）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すとつぎのとおりであります。 

 （注）１．商品仕入実績の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．商品仕入実績には、各セグメント間の内部仕入高を含んでおります。 

３．当連結会計年度より株式会社ＺＯＡが、連結子会社から持分法適用関連会社になりました。これにより、事

業の種類別セグメントは「情報機器店頭小売販売事業」を除く３つの区分になりました。 

４．前連結会計年度は、情報機器店頭小売販売事業の商品仕入実績が142億49百万円ありました。この金額を控

除した合計の前年同期比は103.8％となります。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況はつぎのとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、つぎのとおりであります。 

 （注）１．販売実績の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．販売実績には、各セグメント間の内部売上高を含んでおります。 

３．当連結会計年度より株式会社ＺＯＡが、連結子会社から持分法適用関連会社になりました。これにより、事

業の種類別セグメントは「情報機器店頭小売販売事業」を除く３つの区分になりました。 

４．前連結会計年度は、情報機器店頭小売販売事業の販売実績が175億89百万円ありました。この金額を控除し

た合計の前年同期比は103.6％となります。 

  （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

情報機器卸売等販売事業 342,631 104.2 

サポート・サービス事業 906 163.7 

システムインテグレーション事業 5,226 79.2 

合計 348,764 99.6 

  （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称 受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％） 

システムインテグレーション事業 7,778 84.2 470 104.0 

  （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

情報機器卸売等販売事業 367,985 104.1 

サポート・サービス事業 3,212 115.0 

システムインテグレーション事業 7,760 83.3 

合計 378,958 98.9 



３【対処すべき課題】 

 景気回復の兆しで、やや明るさが見えるものの、依然競争激化が続く厳しい状況下において、創業以来の社是であ

る「サービスこそ我が社の命」の原点に立ち帰り、顧客満足度Ｎｏ.１の意識をもってグループ全体で取り組むこと

が最重要な課題であります。マルチベンダー、マルチフィールドで、より効率的な営業を行い、ローコストオペレー

ションを更に深め、競争優位性を高めることが急務であります。顧客の立場に立ったソリューションビジネスが重要

であり、いかに顧客にとって、利便性の高い情報を提供し、顧客に選ばれるディストリビューターとなるかでありま

す。メーカーもディストリビューターを選別するなかで、信頼を勝ち得て、お客様とメーカーの間に立ち、共に役立

つ情報を交流させ、全国拠点網を活かした地域密着営業を展開し、そうすることにより、結果として、シェアアップ

となり、さらにＮｏ.１ディストリビューターの地位を高めることができると考えております。社内インフラである

ＤＩＳ－ＮＥＴⅡを企業戦略のためのＩＴツールに進化させ、イントラネットの顧客データベース、物件データベー

スなどの整備を行い、そうした情報を有効に活用し、業務の効率化、社内外に情報提供ができる体制にしたいと考え

ております。 

 また、コア・コンピタンスを高めるためにも高度なノウハウを持った企業とのアライアンスを進め、商品調達力、

営業力、サポート力を磨き、関連分野でのサービスを充実させ、グループ全体の力を結集して、高度情報化社会に貢

献できるよう努めてまいります。 

 なお、今後も、人材育成に力を注ぎ、関係会社の一層の強化を進めます。当社との連携を強化し、強力な協業のも

と相乗効果を高めて、グループ全体で業績向上に努めてまいります。 

４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり

ます。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年３月31日）現在において当社グループが判

断したものであります。 

(1）ＰＣ本体への依存について 

 当社の取扱商品のうち、ほぼ半数をパソコン本体が占めております。普及度はかなり高まってきており、今後の市

場全体が伸び悩む可能性があります。また、競合が激しく売上利益率が低下傾向にあり、それらの動向に当社の業績

が左右される恐れがあります。 

 メーカーから仕入れた商品は、原則返品できず、技術革新が速く、陳腐化も速く進むため、万が一売れ残った場合

には、在庫リスクがあり、処分のために損失が発生する可能性があります。 

 当社は、メーカーないしメーカー販社から、商品を仕入れて、二次販売代理店に卸す、一次卸の業態であります。

昨今、メーカーによるダイレクト販売という流通構造を変革する販売方法が増加しており、いわゆる中抜きという現

象で、こういった流通経路の変更が、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(2）システムトラブルについて 

 当社の事業は、全国に物流センターと支店・営業所の販売網をネットワークでつないでおり、独自の物流機能とそ

れを動かすシステムがスムーズに稼働することを前提に成り立っております。自然災害や事故等によって、通信ネッ

トワークが障害を受けた場合には、当社の営業に重大な影響が及ぼされます。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）当社は、日本電気株式会社と販売特約店契約を締結しております。 

契約日：昭和58年６月１日 

期間：１年間（自動更新） 

契約内容：「日本電気株式会社販売特約店」の表示及び「ＮＥＣ」標章の使用による特約商品の販売活動 

(2）当社は、ＮＥＣパーソナルシステム株式会社（現ＮＥＣパーソナルプロダクツ株式会社）と売買基本契約を締結

しております。 

契約日：平成６年９月30日 

期間：１年間（自動更新） 

契約内容：ＮＥＣパーソナルシステム株式会社（現ＮＥＣパーソナルプロダクツ株式会社）の販売店としてＮ

ＥＣ商品の販売活動 

(3）当社は、日本アイ・ビー・エム株式会社と特約店基本契約を締結しております。 

契約日：平成７年11月29日 

期間：１年間（自動更新） 

契約内容：「ＩＢＭビジネスパートナー特約店」の呼称の使用及び「ＩＢＭ製品」の販売活動 

６【研究開発活動】 

 該当する事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社は、以下の重要な会計方針において行われる当社の判断と見積りは、連結財務諸表に大きな影響を及ぼすと考

えております。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年３月31日）現在において、当社グループが

判断したものであります。 

①売上の認識 

 当社グループの売上高は、売上割戻等控除後の正味実現可能価額で、通常、発注書等に基づき顧客に対して商品が

出荷された時点、サービスが提供された時点、顧客の検収が条件になっている売上については顧客の検収時点に計上

されております。 

②貸倒引当金 

 当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積りについて、貸倒懸念債権については、担保評価額控除

後債権額の100％の貸倒引当金を計上しております。ただし、貸倒懸念債権と認識していない顧客の財政状況が悪化

し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要になる可能性があります。 

③棚卸資産 

 当社グループは、棚卸資産の陳腐化の見積額について、情報機器卸売等販売事業セグメントにおいては、商品グル

ープごとに最短６ヶ月経過後の滞留在庫について30％の、最長18ヶ月経過後の滞留在庫について100％の減損処理を

実施し、その他の事業セグメントにおいてはこれに準じて、減損処理を実施しております。しかし、実際の将来需要

が当社の見積りより悪化した場合は、追加の評価減が必要となる可能性があります。 

④投資の減損 

 当社グループは、投資有価証券及び出資金を保有しており、時価のあるものについては、時価が取得価額に比べて

50％以上下落した場合には、全て減損処理しております。しかし、将来の市況悪化または、投資先の業績の悪化によ

り、現在の簿価に反映されていない損失が発生した場合には、評価損の計上が必要となる可能性があります。 

⑤繰延税金資産 

 当社グループは、繰延税金資産については、当社の意思決定に基づき、スケジューリング可能な将来減算一時差異

について、将来の課税所得の慎重な見積りにより計上しておりますが、繰延税金資産の全部または一部を将来実現で

きないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上する可能性があります。 

(2）財政状態の分析 

 資産の部におきましては、「現金及び預金」が3,278百万円減少し、3,413百万円になっております。売上が前年同

期に比べ増加し、「受取手形及び売掛金」が4,089百万円増加し、86,994百万円となっております。在庫管理が徹底

され、たな卸資産は2,992百万円減少し、16,992百万円となりました。「流動資産計」では、1,633百万円減少し、

111,717百万円となりました。また、「有形固定資産」は、1,141百万円減少し、13,890百万円になり、「無形固定資

産」は、ＤＩＳ-ＮＥＴⅡの本稼動により「ソフトウェア仮勘定」が625百万円減少し、「ソフトウェア」が1,432百

万円増加したことにより2,594百万円になりました。「投資有価証券」は、株式会社ＺＯＡが持分法適用関連会社に

なったことにより1,668百万円増加し、3,527百万円になりました。「差入保証金」は747百万円減少し、「投資その

他の資産」は、394百万円増加し、5,870百万円になり、「固定資産計」は306百万円減少し、22,354百万円になりま

した。「資産合計」では、1,940百万円減少し、134,072百万円となりました。 

 負債の部におきましては、「支払手形及び買掛金」は仕入高の増加で197百万円増加し、84,440百万円になりまし

た。「短期借入金」は株式会社ＺＯＡが連結子会社でなくなったことによる減少2,700百万円、長期借入金の1年以内

返済予定を流動負債に振り替えたことによる2,960百万円の増加もあり、前期に比べ260百万円増加の3,380百万円に

なっております。「流動負債計」では、前期に比べ611百万円減少し、92,634百万円になりました。「固定負債」で

は、「新株予約権付社債」が株式への転換が進み、期末では1,176百万円の残高になっております。長期借入金の1年

以内返済予定を流動負債に振り替えたため、「長期借入金」は2,780百万円減少し、2,140百万円となっております。

「固定負債計」は5,370百万円減少し、5,470百万円になっております。「負債合計」では、5,981百万減少し、

98,104百万円となっております。 

 「少数株主持分」は、株式会社ＺＯＡが連結子会社でなくなったことにより770百万円減少し、１百万円になりま

した。 

 資本の部におきましては、転換社債型新株予約権付社債の一部株式転換で、「資本金」が1,332百万円、「資本剰

余金」が1,331百万円それぞれ増加しております。「利益剰余金」の2,043百万円の増加により、「資本合計」では

4,811百万円増加し、35,965百万円になっております。 

 総資産は、株式会社ＺＯＡが連結子会社から持分法適用関連会社になったことにより、前年同期に比べ19億40百万



円減少の1,340億72百万円となりましたが、それ以上に資本が増加したことにより、自己資本比率は、22.9％から

26.8％に改善しました。 

(3）経営成績の分析 

 売上高は、株式会社ＺＯＡが連結子会社から持分法適用関連会社になった影響もあり前年同期比0.5％増の375,759

百万円でしたが、実質的には、3.7％増（132億99百万円増加）になります。販売費及び一般管理費は、2,112百万円

減少し22,605百万円となりましたが、対売上高比率は、6.0％（前年同期6.6％）に低下しました。 

 売上高増加により、販売費及び一般管理費の率が低下し、営業利益は、4,739百万円となり、対売上高比率は、

1.3％（前年同期1.4％）に改善しました。 

 営業外収益では、通貨オプション評価益が40百万円の減少となりましたが、販売支援金52百万円、投資事業組合収

益16百万円の増加により、営業外収益合計では、23百万円増加し、270百万円になりました。営業外費用では、支払

利息が38百万円減少し、また持分法による投資損失が210百万円減少の65百万円となりました。営業外費用計では、

309百万円減少し、330百万円になりました。 

 以上の結果、経常利益は、株式会社ＺＯＡの連結除外の影響があったものの、267百万円減の4,679百万円になりま

した。 

 特別利益では、持分変動益146百万円と関係会社株式売却益79百万円を計上しております。特別損失では、ＤＩＳ-

ＮＥＴⅡの本格的な稼動に伴う旧機器等の廃棄費用が多額になり固定資産除却損125百万円と、事務所解約に伴う損

失116百万円を処理し、税金等調整前当期純利益は、4,663百万円になりました。 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率は、40.6％となっております。 

 少数株主利益は、子会社ディーアイエステクノサービス株式会社1社となり、その影響額は軽微であります。 

 以上の結果、当期純利益は、225百万円増加し、2,765百万円となりました。 

(4）資本の財源及び資金の流動性 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,136百万円の収入超過となり、投資活動による

キャッシュ・フローで、連結範囲変更等により、3,935百万円の支出超過となり、財務活動によるキャッシュ・フロ

ーは配当金支払い等で、479百万円の支出超過になりました。当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前

連結会計年度末に比べて3,278百万円減少し、3,413百万円となりました。 

 当社グループは基本的な方針として、営業活動によるキャッシュ・フローの収入超過の枠内で投資活動によるキャ

ッシュ・フローの支出超過を賄うこととし、有利子負債の継続的な削減を行うことにしております。当連結会計年度

末では、１年以内返済予定の長期借入金のみが「短期借入金」となっており、実質的な短期借入金はゼロとなってお

ります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）では、ＩＴ（情報技術）構築の遅速が企業の優劣を左右すると考え、経営情

報システムの構築、整備を積極的に進めております。また、地域密着の営業を進め、ユーザーサービスの向上のた

め、サービス拠点の拡充を図っております。 

 情報機器卸売等販売事業では、当社の本社を中心に「ＤＩＳ－ＮＥＴⅡ」システム構築など情報システム整備に

1,592百万円など1,619百万円の設備投資を実施しました。 

 また、サポート・サービス事業で13百万円及びシステムインテグレーション事業で66百万円支出し、グループ全体

で1,700百万円の設備投資を実施しました。 

 なお、上記の金額には、ソフトウェアの金額を含んでおり、消費税等は含んでおりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員
数 
（人） 

建物及び
構築物 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

全国64支店15営業所 
情報機器卸売等 

販売事業 
販売設備 50 － 80 131 910 

本社及び東京支社ほか 

（大阪市中央区・東京都品川区・神戸市須磨

区） 

情報機器卸売等 

販売事業 
その他の設備 646 

790 

(1,220)
2,809 4,246 291 



(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械装置、工具器具備品、車輌運搬具及びソフトウェアの合計であります。

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２．ディーアイエス物流㈱の土地及び建物は、札幌センターを除き、主要な部分はすべて提出会社から賃借して

いるものであります。 

３．上記の他、主要な賃借及びリース設備として以下のものがあります。 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 事業所名 
事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員
数 
（人） 

建物及び
構築物 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

ディーアイエス 

ソリューション㈱ 
本社ほか３支店 

システムインテグ

レーション事業 
販売設備 1 － 40 41 130 

ディーアイエス 

テクノサービス㈱ 
本社ほか14事業所 

サポート・サービ

ス事業 
その他の設備 25 － 13 39 112 

ディーアイエス 

アートワークス㈱ 
本社ほか１事業所 

サポート・サービ

ス事業 
その他の設備 1 － 2 3 11 

ディーアイエス物流㈱ 
本社 

(大阪市中央区) 

情報機器卸売等販

売事業 
その他の設備 0 － 5 5 19 

ディーアイエス物流㈱ 
札幌センター 

(札幌市中央区) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 0 － 1 1 7 

ディーアイエス物流㈱ 
仙台センター 

(宮城県黒川郡富谷町) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 185 

340 

(6,611)
1 527 8 

ディーアイエス物流㈱ 
関東センター 

(埼玉県加須市) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 512 

1,064 

(11,930)
3 1,580 14 

ディーアイエス物流㈱ 
関東第２センター 

(埼玉県加須市) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 404 

882 

(11,454)
2 1,289 11 

ディーアイエス物流㈱ 
関東第３センター 

(埼玉県加須市) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 307 

716 

(8,314)
1 1,025 9 

ディーアイエス物流㈱ 
静岡センター 

(静岡県袋井市) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 122 

306 

(5,849)
5 434 6 

ディーアイエス物流㈱ 
中部センター 

(愛知県小牧市) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 171 

780 

(7,923)
2 954 10 

ディーアイエス物流㈱ 
茨木センター 

(大阪府茨木市) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 193 

1,719 

(3,306)
4 1,916 8 

ディーアイエス物流㈱ 
神戸センター 

(神戸市須磨区) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 1,033 

1,509 

(8,381)
2 2,544 15 

ディーアイエス物流㈱ 
岡山センター 

(岡山県都窪郡早島町) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 93 

254 

(4,712)
1 349 8 

ディーアイエス物流㈱ 
九州センター 

(福岡県筑紫野市) 

情報機器卸売等販

売事業 
物流倉庫 242 

730 

(16,000)
1 974 9 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して、策定しております。

設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定にあたっては、グループ各社との経営協議

会において提出会社を中心に調整をはかっております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設等の計画はつぎのとおりであります。 

 （注）１．平成16年10月28日払込期日とする第１回無担保転換社債型新株予約権付社債による調達資金。 

２．上記設備投資計画による増加能力については、当社及び子会社の提供するサービスの性格上、測定すること

が困難なため記載しておりません。 

３．上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメントの
名称 

年間賃借料又はリース料（百万円） 

建物及び構築物 機械装置 

ダイワボウ情報システム㈱ 
本社及び東京支社ほか全国64支店15

営業所 
情報機器卸売等販売事業 753 － 

ディーアイエスシステム販売㈱ 本社ほか３支店 
システムインテグレーショ

ン事業 
5 － 

ディーアイエスソリューション㈱ 本社ほか３支店 
システムインテグレーショ

ン事業 
83 － 

ディーアイエステクノサービス㈱ 本社ほか14事業所 サポート・サービス事業 110 － 

ディーアイエスアートワークス㈱ 本社ほか１事業所 サポート・サービス事業 8 － 

ディーアイエス物流㈱ 札幌センター(札幌市中央区） 情報機器卸売等販売事業 25 14 

ディーアイエス物流㈱ 仙台センター(宮城県黒川郡富谷町) 情報機器卸売等販売事業 － 7 

ディーアイエス物流㈱ 関東センター(埼玉県加須市) 情報機器卸売等販売事業 － 16 

ディーアイエス物流㈱ 関東第２センター(埼玉県加須市) 情報機器卸売等販売事業 － 19 

ディーアイエス物流㈱ 関東第３センター(埼玉県加須市) 情報機器卸売等販売事業 － 51 

ディーアイエス物流㈱ 静岡センター(静岡県袋井市) 情報機器卸売等販売事業 － 3 

ディーアイエス物流㈱ 中部センター(愛知県小牧市) 情報機器卸売等販売事業 － 18 

ディーアイエス物流㈱ 茨木センター(大阪府茨木市) 情報機器卸売等販売事業 － 1 

ディーアイエス物流㈱ 神戸センター(神戸市須磨区) 情報機器卸売等販売事業 － 28 

ディーアイエス物流㈱ 岡山センター(岡山県都窪郡早島町) 情報機器卸売等販売事業 － 7 

ディーアイエス物流㈱ 九州センター(福岡県筑紫野市) 情報機器卸売等販売事業 － 12 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 

総額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

当社 

東京支社 

東京都

品川区 

情報機器卸売等

販売事業 

販売管理システム処理能

力増強のためのハードウ

ェア及びソフトウェア 

3,672 3,450
調達資金 

（注）１ 
平成15年５月 平成19年３月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成16年10月28日発行） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 29,000,000 

計 29,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,191,270 19,245,962 

㈱東京証券取引所 

（市場第一部） 

㈱大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 19,191,270 19,245,962 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 1,176 1,102 

新株予約権の数（個） 1,176 1,102 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 869,179 814,486 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,353 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年12月１日 

至 平成21年９月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

1,353 

677 
同左 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の利益を喪

失した場合には、以後本新株予約権

を行使することはできない。また、

各本新株予約権の一部について行使

請求することはできない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

旧商法第341条ノ２第４項の定めに

より本社債の社債部分と本新株予約

権のうち一方のみを譲渡することは

できない。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．新株予約権の行使よる増加（平成16年10月～平成18年３月） 

２．平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式数が54千株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ37百万円増加しております。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ４単元

及び160株含まれております。 

２．自己株式39,176株は「個人その他」に78単元、「単元未満株式の状況」に176株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年３月31日 

（注）１ 
2,826,277 19,191,270 1,913,389 11,231,530 1,910,610 11,411,791 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び

地方公共

団体 

金融機関 証券会社 
その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 47 18 88 89 1 2,854 3,097 － 

所有株式数（単元） － 9,909 491 10,935 8,047 30 8,480 37,892 245,270 

所有株式数の割合

（％） 
－ 26.15 1.30 28.86 21.24 0.08 22.38 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社、野村信託銀行株式

会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２ 平成17年10月14日（報告義務発生は平成17年９月30日）にフィデリティ投信株式会社から、大量保有報告書

が関東財務局長に提出されておりますが、当社としては当期末における実質所有株式数の確認ができません。

その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

３ 平成18年３月８日（報告義務発生は平成18年２月28日）にアクサ・ローゼンバーグ・インベストメント・マ

ネジメント株式会社から、大量保有報告書が関東財務局長に提出されておりますが、当社としては当期末にお

ける実質所有株式数の確認ができません。その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式
数 

（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大和紡績株式会社 大阪市中央区久太郎町３丁目６－８ 4,648 24.22 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,157 6.03 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,134 5.91 

ステートストリートバンクアンドトラス

トカンパニー505019 

（常任代理人株式会社みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE 

P.O. BOX 518 IFSC DUBLIN IRELAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,072 5.59 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 644 3.36 

メロンバンクトリーティークライアンツ

オムニバス 

（常任代理人香港上海銀行東京支店） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 
539 2.81 

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 471 2.46 

ダイワボウ情報システム従業員持株会 大阪市中央区本町３丁目２－５ 356 1.86 

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイ

ロンドンエスエルオムニバスアカウント 

（常任代理人株式会社みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET 

LONDON EC2P,2HD,ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

302 1.57 

クレディエットバンクエスエイルクセン

ブルジョワーズシリウスファンドジャパ

ンオパチュニティズサブファンド 

（常任代理人株式会社みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室） 

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 

LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

231 1.20 

計 － 10,557 55.01 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,157千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,134千株

野村信託銀行株式会社 471千株

氏名又は名称 
保有株券等の数 

（千株） 

株券等保有割合 

（％） 

フィデリティ投信株式会社 973 5.52 

氏名又は名称 
保有株券等の数 

（千株） 

株券等保有割合 

（％） 

アクサ・ローゼンバーグ・インベストメント・マネジメント株式会社 1,014 5.29 



 なお、平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に次の大量保有報告書が提出されております。 

 平成18年５月19日（報告義務発生は平成18年５月12日）にマックアセットマネジメントピーティーイーリミテ

ッドから、大量保有報告書が関東財務局長に提出されております。その大量保有報告書の内容は次のとおりであ

ります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「単元未満株式数」には、当社所有の自己株式が176株含まれております。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数４個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

氏名又は名称 
保有株券等の数 

（千株） 

株券等保有割合 

（％） 

マックアセットマネジメントピーティーイーリミテッド 992 5.17 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 39,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,907,000 37,814 － 

単元未満株式 普通株式 245,270 － － 

発行済株式総数 19,191,270 － － 

総株主の議決権 － 37,814 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

ダイワボウ情報システム

株式会社 

大阪市中央区本町

３丁目２番５号 
39,000 － 39,000 0.21 

計 － 39,000 － 39,000 0.21 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

 なお、平成16年６月29日開催の株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、商法第211条ノ３第１項第

２号の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買い受けることができる。」旨を定款に定めておりま

す。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 安定配当を基本方針として、年間20円以上の配当を実施してまいりました。今後も、株主への利益還元につきまし

ては、業績の伸展、配当性向等を勘案し、積極的に取り組んでいく方針であります。 

 当期においては、中間15円と期末配当15円で年間30円の配当を実施し、配当性向21.9％、株主資本配当率1.6％と

なりました。 

 内部留保につきましては、今後の事業展開及び安定配当の資金として、別途積立金に1,900百万円積み立て、次期

繰越利益を698百万円といたしました。 

 なお、剰余金の配当につきましては、引き続き、株主総会決議による期末配当および取締役会決議による中間配当

の年２回の配当を行っていく方針です。 

 （注） 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月２日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 2,515 1,096 1,219 1,550 2,490 

最低（円） 660 551 606 1,015 1,502 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 1,949 2,060 2,490 2,430 2,450 2,265 

最低（円） 1,847 1,938 1,990 2,110 2,110 2,010 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株）

取締役社長 

(代表取締役) 
 松本 紘和 昭和15年12月28日生

昭和39年４月 大和紡績株式会社入社 

昭和63年７月 同社東京支店次長 

平成２年４月 同社退社 当社財務部長 

平成２年５月 当社取締役に就任 

平成４年６月 当社常務取締役に就任 

平成８年６月 当社専務取締役に就任 

平成13年６月 当社代表取締役に就任（現） 

平成15年４月 当社取締役社長に就任（現） 

15 

常務取締役 

東日本営業本

部・中部営業本

部・西日本営業

本部統括兼東日

本営業本部長兼

西日本営業本部

長兼営業推進部

長 

安永 達哉 昭和32年５月21日生

平成元年３月 当社入社 

平成４年12月 当社広島支店長 

平成10年５月 当社中・四国パソコン事業部長 

平成12年４月 当社中部パソコン事業部長 

平成14年６月 当社取締役に就任 

平成14年７月 当社中部営業本部長 

平成17年６月 当社常務取締役に就任（現） 東日本営業

本部・中部営業本部・西日本営業本部統括

兼西日本営業本部長 

平成18年６月 当社東日本営業本部・中部営業本部・西日

本営業本部統括兼東日本営業本部長兼西日

本営業本部長兼営業推進部長（現） 

5 

常務取締役 

総務部・人事

部・財務部・事

業管理部・シス

テム推進部・東

京支社統括兼経

営企画室長 

小山 紀 昭和27年３月13日生

昭和49年４月 大和紡績株式会社入社 

平成５年３月 同社事業管理課長 

平成５年６月 ダイワボウレーヨン株式会社監査役 

平成７年４月 当社入社 財務部副部長 

平成９年４月 当社財務部長 

平成９年６月 当社取締役に就任 

平成16年10月 当社財務部担当兼経営企画室長 

平成17年７月 当社人事部・財務部担当兼経営企画室長 

平成18年１月 当社常務取締役に就任（現） 

平成18年６月 当社総務部・人事部・財務部・事業管理

部・システム推進部・東京支社統括兼経営

企画室長（現） 

6 

取締役 

コンシューマ営

業本部長兼リテ

ール営業部長兼

ＥＣ営業部長 

川崎 正明 昭和28年９月４日生

昭和52年４月 松貿機器株式会社入社 

昭和60年３月 当社入社 

平成６年４月 当社事業管理部長 

平成９年４月 当社販売推進部長 

平成９年６月 当社取締役に就任（現） 販売推進本部長 

平成９年11月 当社マーケティング本部長 

平成10年８月 当社マーケティング担当 

平成11年４月 当社営業企画部長 

平成12年５月 ＩＴエージェント株式会社常務取締役に就

任 

平成17年５月 当社営業企画本部長兼東京支社長 

平成17年７月 当社販売推進本部副本部長兼東京支社長 

平成18年６月 当社コンシューマ営業本部長兼リテール営

業部長兼ＥＣ営業部長（現） 

8 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株）

取締役 

販売推進本部長

兼販売推進部長

兼マーケティン

グ部長兼業務部

長 

小峰 伴之 昭和36年７月２日生

昭和59年４月 大和紡績株式会社入社 当社出向 

平成２年４月 当社入社 

平成５年11月 当社札幌支店長 

平成９年６月 当社ＩＢＭ仕入部長 

平成10年11月 当社ＤＯＳ／Ｖ仕入部長 

平成11年４月 当社東日本パソコン事業部長 

平成13年４月 当社販売推進本部副本部長兼ＰＣ販売推進

部長兼ＰＳ販売推進部長 

平成14年７月 当社販売推進本部副本部長兼販売推進統括

部長兼ＰＣ販売推進部長兼ＰＳ販売推進部

長 

平成15年６月 当社取締役に就任（現） 

平成16年６月 当社東日本営業本部長兼関東営業部長 

平成17年７月 当社東日本営業本部長兼関東営業部長兼営

業推進部長 

平成18年６月 当社販売推進本部長兼販売推進部長兼マー

ケティング部長兼業務部長（現） 

4 

取締役 
総務部長兼ＣＳ

Ｒ推進室長 
小山 芳男 昭和21年11月17日生

昭和45年４月 東洋紡績株式会社入社 

平成14年５月 当社出向 

平成14年11月 当社入社 総務部副部長 

平成15年４月 人事総務部副部長 

平成17年４月 当社総務部長 

平成17年６月 当社取締役に就任（現） 

平成18年６月 当社総務部長兼ＣＳＲ推進室長（現） 

2 

取締役 
中部営業本部長

兼中部営業部長 
奥 良文 昭和36年８月19日生

昭和59年４月 大和紡績株式会社入社 当社出向 

平成２年４月 当社入社 

平成９年５月 ディーアイエスシステム販売株式会社取締

役に就任 

平成16年４月 当社入社 

平成17年６月 当社取締役に就任（現）中部営業本部長兼

中部営業部長（現） 

2 

取締役 東京営業部長 西村 幸浩 昭和36年６月14日生 

昭和60年４月 当社入社 

平成４年12月 当社福岡支店長 

平成６年７月 ディーアイエス情報機器販売株式会社出向

 日本橋店長 

平成10年５月 当社九州パソコン事業部長 

平成12年５月 当社関西パソコン事業部長 

平成13年６月 当社コンシューマ事業部長 

平成15年４月 当社東京営業部長（現） 

平成18年６月 当社取締役に就任（現） 

0 

取締役  野上 義博 昭和24年12月25日生

昭和48年４月 大和紡績株式会社入社 

平成11年９月 同社第一事業本部東京リビング部長 

平成14年４月 同社第一事業本部生活資材部長 

平成18年１月 当社入社 常務取締役付 

平成18年４月 当社顧問 

平成18年６月 当社取締役に就任（現） 

－ 

取締役 人事部長 戸根 敏晴 昭和37年２月24日生

昭和60年４月 大和紡績株式会社入社 

昭和61年４月 当社出向 

平成２年４月 当社入社 

平成６年３月 当社ネットワークシステム課長 

平成12年３月 当社営業企画部副部長 

平成14年４月 当社ソリューションビジネス推進部副部長 

平成14年10月 当社環境推進室副室長 

平成17年４月 当社人事部長（現） 

平成18年６月 当社取締役に就任（現） 

1 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株）

取締役  高井 左千郎 昭和15年９月13日生

昭和39年５月 大和紡績株式会社入社 

昭和57年３月 同社東京支店総務課長 

昭和62年３月 当社入社 東京支店長 

平成２年４月 大和紡績株式会社退社 

平成２年５月 当社取締役就任 

平成５年７月 ダイワボウコンピュータ販売株式会社（平

成７年９月にディーアイエスコンピュータ

販売株式会社に社名変更）常務取締役 

平成６年６月 当社取締役退任 

平成９年２月 当社入社顧問東日本事業本部長 

平成９年６月 当社常務取締役に就任 

平成11年４月 当社営業本部長 

平成12年５月 当社専務取締役に就任 

平成13年４月 当社販売推進本部長 

平成15年４月 当社東日本営業本部長 

平成16年６月 当社取締役（現） ディーアイエスシステ

ム販売株式会社代表取締役社長に就任 

平成16年10月 ディーアイエスソリューション株式会社代

表取締役社長に就任（現） 

15 

取締役  加藤 寛二 昭和17年12月19日生

昭和40年４月 大和紡績株式会社入社 

昭和63年10月 同社人事部副部長 

平成４年４月 同社退社 当社人事・総務部長 

平成４年６月 当社取締役に就任 

平成８年６月 当社常務取締役に就任 

平成９年１月 ディーアイエステクノサービス株式会社取

締役社長に就任 

平成13年４月 同社取締役会長に就任 

平成15年４月 当社経営企画室長兼環境推進室長 

平成15年６月 当社専務取締役に就任 

平成17年５月 当社管理部門統括 ディーアイエス物流株

式会社代表取締役社長に就任（現） 

平成18年６月 当社取締役（現） 

6 

取締役  菅野 肇 昭和18年１月２日生

昭和40年４月 大和紡績株式会社入社 

平成５年６月 同社取締役に就任 

平成８年６月 同社常務取締役に就任 

平成15年６月 同社取締役社長に就任（現） 

 当社取締役に就任（現） 

－ 

 



 （注） 監査役 脇康夫、武藤治太の２氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株）

監査役 

（常勤） 
 菅原 重治 昭和20年１月１日生

昭和43年４月 大和紡績株式会社入社 

昭和57年４月 当社営業課長 

昭和60年５月 当社取締役に就任 

平成２年５月 当社常務取締役に就任 

平成７年６月 当社専務取締役に就任 

平成12年３月 ディーアイエス情報機器販売株式会社代表

取締役社長に就任 

平成12年６月 当社取締役を退任 

平成12年11月 ディーアイエス情報機器販売株式会社代表

取締役を退任 

平成13年６月 当社監査役に就任 

平成16年６月 当社常勤監査役に就任（現） 

31 

監査役  脇 康夫 昭和15年９月20日生

昭和39年４月 大和紡績株式会社入社 

平成５年６月 同社取締役に就任 

平成11年４月 ダイワシザイ株式会社取締役社長に就任 

平成11年６月 大和紡績株式会社取締役を退任 

平成15年５月 ダイワシザイ株式会社取締役社長を退任 

平成16年６月 当社監査役に就任（現） 

－ 

監査役  島田 泰正 昭和20年１月31日生 

昭和45年４月 大和紡績株式会社入社 

昭和61年３月 同社織布課長 

平成５年４月 同社出雲工場副工場長 

平成７年２月 当社入社 

平成７年４月 当社ＥＤＰシステム部長 

平成13年４月 当社システム推進部長 

平成17年１月 当社ＣＳＲ推進室長 

平成18年６月 当社監査役に就任（現） 

2 

監査役  武藤 治太 昭和12年12月２日生

昭和35年４月 大和紡績株式会社入社 

昭和63年６月 同社取締役に就任 

平成３年５月 当社監査役に就任（現） 

平成３年６月 大和紡績株式会社常務取締役に就任 

平成４年６月 同社取締役社長に就任 

平成15年６月 同社取締役会長に就任（現） 

－ 

    計 102 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、一層の企業価値向上のため、コーポレート・ガバナンスの強化が経営上の重要な課題であると

認識しております。経営環境の変化に俊敏に対応するため、取締役会については、取締役の人数の適正化をはか

り、迅速な意思決定を行うことができるような経営体制をとるとともに、適時、適切な情報開示を行うことによ

り、経営の透明性及び健全性の確保に努めております。 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

 当社は、監査役制度を採用しております。監査役については、半数以上を社外監査役として、取締役の職務執行

を充分に監視できる体制となっております。 

 当社については、毎月開催の取締役会において重要事項はすべて付議され、同日に行われる役員部長会で、業績

の進捗について報告を受けております。また、半期ごとにＴＱＣに基づいた経営目標、施策等を社内に浸透させる

ため、全国支店長会議を開催して意思疎通をはかっております。 

 平成18年３月末現在の取締役及び監査役の体制は、取締役13名（内、社外取締役１名）、監査役４名（内、社外

監査役２名）であります。 

 なお、グループ経営価値観を共有するため定期的に経営協議会を開催し、当社トップと関係会社トップで意見交

換を行っております。また、年初には、関係会社の幹部以上の参加する「経営方針伝達会議」を開催し、経営方針

がグループ内に徹底するようはかっております。 

(3）リスク管理体制の整備の状況 

 リスク管理体制の整備の状況について、業務に関わる全てのリスクに対して適切に管理する体制の整備に取り組

んでおります。「経営危機管理規程」、「非常災害防衛規則」を制定し、日常業務においては、総務部長が一元的

に管理総括し、危機発生時には、社長を本部長とした対策本部を設置し、対応に当たるようにしております。情報

の保護に関しては、「個人情報保護管理規程」、「情報セキュリティポリシー規程」、「営業秘密に関する管理規

則」を制定しております。 

 ＣＳＲ推進室を設置し、従来の環境推進室の業務を統合し、個人情報保護法施行に対応するとともに、企業の社

会的責任に関する業務を総合的に推進する体制としております。 

(4）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役、監査役に対する役員報酬（役員賞与、退職慰労金は含めておりません）は、

つぎのとおりであります。 

 取締役に支払った報酬  229百万円 

 監査役に支払った報酬   49百万円 

うち社外取締役、社外監査役に対するものは、つぎのとおりであります。 

 取締役に支払った報酬   13百万円 

 監査役に支払った報酬   27百万円 

（注）上記に使用人兼務役員に対する使用人給与相当額は、含まれておりません。 

(5）内部監査及び監査役監査の状況 

 監査役は取締役会をはじめ重要な会議に出席するほか、各取締役から業務の報告を聴取し、必要に応じて子会社

の調査を行うなど監査役会において策定される監査計画に基いて監査を実施しております。 

 社長直轄の監査室を設置して、業務監査を計画的に実施しており、監査結果を経営トップマネジメントに報告し

ております。被監査部署からは、監査結果に対する措置を報告させ、監査の実効性を高めるよう努めております。

 監査役、監査室、会計監査を担当する監査法人は相互に緊密な連携を保つため、定期的に会合を持ち、情報及び

意見交換を行い、監査の有効性・効率性を高めるよう努めております。 



(6）会計監査の状況 

 監査契約に基づく監査証明にかかる報酬は、23百万円であります。 

 上記以外の業務に基づく報酬として、１百万円を支払っております。 

 なお、業務を執行した公認会計士等の状況は以下のとおりであります。 

（注）※同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち、自主的に業務

執行社員の交替制度を導入しており、同法人において策定された交替計画に基づいて、平成19年３月期会計

期間をもって交替する予定となっておりましたが、同法人の交替規程改訂により、前倒しで平成18年３月期

会計期間をもって交替する予定となっております。 

(7）当社と当社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

 社外取締役１名は、当社の議決権の24.5％を所有する大和紡績㈱の社長（現任）で、当社の取締役を兼任してお

ります。社外監査役２名は、大和紡績㈱の会長（現任）及び元取締役であります。当社と社外取締役及び社外監査

役との間には、取引関係その他の利害関係はありません。 

監査業務を執行した公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 
継続監査年数が７年を超

える場合の当該年数 

監査業務に係る補助者の

構成 

指定社員 

業務執行社員 

三島泰明  17年※ 公認会計士 ８名 

山田 晃 新日本監査法人 17年※ 会計士補  ４名 

田原準平  －  その他   １名 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に準拠して作成しております。 

 ただし、第23期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第23期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日

から平成18年３月31日まで）及び第24期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及

び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金    6,691   3,413  

２．受取手形及び売掛金   82,905   86,994  

３．たな卸資産   19,984   16,992  

４．繰延税金資産   1,161   975  

５．未収入金   2,618   3,406  

６．その他   153   131  

貸倒引当金   △163   △195  

流動資産計   113,350 83.3  111,717 83.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  7,766   6,890   

減価償却累計額  3,099 4,666  2,896 3,993  

(2）土地   9,465   9,094  

(3）その他  2,895   2,138   

減価償却累計額  1,995 899  1,335 802  

有形固定資産計   15,031 11.1  13,890 10.4 

２．無形固定資産        

(1）借地権   330   330  

(2）ソフトウェア   743   2,175  

(3）ソフトウェア仮勘定   625   －  

(4）連結調整勘定   351   －  

(5）その他   103   88  

無形固定資産計   2,154 1.6  2,594 1.9 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  1,858   3,527  

(2）繰延税金資産   795   336  

(3）差入保証金   2,502   1,755  

(4）その他   618   414  

貸倒引当金   △300   △163  

投資その他の資産計   5,475 4.0  5,870 4.4 

固定資産計   22,661 16.7  22,354 16.7 

資産合計   136,012 100.0  134,072 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   84,242   84,440  

２．短期借入金    3,120   3,380  

３．未払法人税等   1,608   1,077  

４．賞与引当金   1,235   1,068  

５．その他   3,039   2,668  

流動負債計   93,245 68.6  92,634 69.1 

Ⅱ 固定負債        

１．新株予約権付社債   3,840   1,176  

２．長期借入金   4,920   2,140  

３．退職給付引当金   645   646  

４．役員退職給与引当金   280   299  

５．その他   1,154   1,207  

固定負債計   10,840 8.0  5,470 4.1 

負債合計   104,085 76.6  98,104 73.2 

（少数株主持分）        

少数株主持分   771 0.5  1 0.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  9,898 7.3  11,231 8.3 

Ⅱ 資本剰余金   10,080 7.4  11,411 8.5 

Ⅲ 利益剰余金   11,079 8.1  13,122 9.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   116 0.1  253 0.2 

Ⅴ 自己株式 ※３  △21 △0.0  △53 △0.0 

資本合計   31,154 22.9  35,965 26.8 

負債、少数株主持分及び資本合計   136,012 100.0  134,072 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   373,748 100.0  375,759 100.0 

Ⅱ 売上原価   343,691 92.0  348,414 92.7 

売上総利益   30,057 8.0  27,344 7.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 24,717 6.6  22,605 6.0 

営業利益   5,339 1.4  4,739 1.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  6   1   

２．販売支援金  45   98   

３．受取賃貸料  32   18   

４．通貨オプション評価益  40   －   

５．投資事業組合収益  33   49   

６．投資有価証券売却益  －   32   

７．その他  89 247 0.1 70 270 0.0 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  131   93   

２．支払保証料  90   95   

３．持分法による投資損失  276   65   

４．社債発行費用  42   －   

５．その他  98 639 0.2 75 330 0.1 

経常利益   4,947 1.3  4,679 1.2 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  108   －   

２．持分変動益 ※３ 2   146   

３．関係会社株式売却益  － 110 0.0 79 226 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損  172   125   

２．事務所解約に伴う損失  － 172 0.0 116 242 0.1 

税金等調整前当期純利益   4,885 1.3  4,663 1.2 

法人税、住民税及び事業税  2,283   1,539   

法人税等調整額  △167 2,116 0.6 356 1,896 0.5 

少数株主利益   228 0.0  0 0.0 

当期純利益   2,540 0.7  2,765 0.7 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,501  10,080 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．新株予約権の行使による新株の
発行 

  579  1,331 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   10,080  11,411 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   8,963  11,079 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  2,540 2,540 2,765 2,765 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  326  626  

２．役員賞与  97 423 96 722 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   11,079  13,122 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  4,885 4,663 

減価償却費  814 948 

社債発行費  42 － 

連結調整勘定償却額  58 － 

賞与引当金の増減額  176 △87 

役員退職給与引当金の増減額  27 36 

退職給付引当金の増減額  113 36 

貸倒引当金の増減額  △275 △99 

持分法による投資損益  276 65 

投資有価証券売却益  － △32 

関係会社株式売却益  － △79 

投資事業組合収益  △33 △49 

固定資産除却損  172 125 

事務所解約に伴う損失  － 116 

受取利息及び受取配当金  △10 △5 

支払利息  131 93 

持分変動益  △2 △146 

売上債権の増減額  △395 △3,528 

未収入金の増減額  323 △788 

たな卸資産の増減額  696 861 

仕入債務の増減額  3,336 952 

未払消費税等の増減額  44 △17 

役員賞与の支払額  △113 △96 

その他  164 △70 

小計  10,434 2,898 

利息及び配当金の受取額  16 56 

利息の支払額  △131 △91 

法人税等の支払額  △1,728 △1,727 

営業活動によるキャッシュ・フロー  8,590 1,136 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出  △61 △575 

投資有価証券の売却による収入  － 235 

連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の減
少額 

 － △2,129 

有形固定資産の取得による支出  △667 △326 

有形固定資産の売却による収入  1 1 

無形固定資産等の増減額  △860 △1,225 

差入保証金の増減額  78 82 

投資その他の資産の増減額  107 3 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,400 △3,935 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額  △8,700 － 

長期借入れによる収入  － 600 

長期借入金の返済による支出  △420 △420 

新株予約権付社債発行による収入  4,957 － 

少数株主からの払込による収入  25 － 

配当金の支払額  △326 △626 

少数株主への配当金の支払額  △49 － 

自己株式の増減額  △8 △32 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,521 △479 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  2,667 △3,278 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  4,023 6,691 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  6,691 3,413 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社６社は全て連結しております。 

 連結子会社は、「第１ 企業の概況」の４．関係

会社の状況に記載しております。 

 子会社５社は全て連結しております。 

 連結子会社は、「第１ 企業の概況」の４．関係

会社の状況に記載しております。 

 ディーアイエスアートワークス㈱は、当連結会計

年度において新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。 

 なお、前連結会計年度において連結子会社であっ

た、㈱ＺＯＡについては、当連結会計年度において

株式の一部を売却し、当社の議決権比率が50％以下

に減少しました。これにより、同社は連結子会社か

ら持分法適用関連会社になりました。 

 また、同社の子会社である㈱達城は、当社の関係

会社でなくなりました。 

２．持分法の適用に関する事項  関連会社２社は持分法を適用しております。 

 関連会社は、「第１ 企業の概況」の４．関係会

社の状況に記載しております。 

 関連会社２社は持分法を適用しております。 

 関連会社は、「第１ 企業の概況」の４．関係会

社の状況に記載しております。 

 なお、前連結会計年度において連結子会社であっ

た、㈱ＺＯＡについては、当連結会計年度において

株式の一部を売却し、当社の議決権比率が50％以下

に減少しました。これにより、同社は連結子会社か

ら持分法適用関連会社になりました。 

 また、前連結会計年度において持分法適用関連会

社であった、ＩＴエージェント㈱については、当連

結会計年度において全株式を売却したため、持分法

の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券（その他有価証券） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理、売却原価は

移動平均法により算定） 

① 有価証券（その他有価証券） 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

 主として移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

 ③ デリバティブ 

 時価法 

③ デリバティブ 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数はつぎのとおりでありま

す。 

建物及び構築物 ３年～42年 

その他     ２年～20年 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産（ソフトウェア） 

 社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法により償却しております。 

② 無形固定資産（ソフトウェア） 

同左 

(3）繰延資産の処理方法 社債発行費 

支出時に全額費用処理しております。 

────── 

(4）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ② 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込

額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、発生していると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

 ④ 役員退職給与引当金 

 役員退職金の支給に備えるため、内規に基づく

期末退職金要支給額を計上しております。 

④ 役員退職給与引当金 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の

基準 

 外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

同左 

(6）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について、金融商品会計基準

に定める特例処理を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ方針 

 当社の事業遂行に伴い発生するリスクの低減を

目的として、それぞれのリスクに応じたヘッジ手

段を適切かつ適時に実行する方針であります。 

② ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

 ④ ヘッジ有効性の評価方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計

とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計

を比較し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。 

④ ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

(8）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜き方式によっております。 

  消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 全面時価評価法を採用しております。 同左 

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

 連結調整勘定の償却については、その個別案件ご

とに判断し、10年間で償却しております。 

────── 

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て連結会計年度に確定した利益処分に基づいて作成

しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内

に満期の到来する、容易に換金かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない短期的な投資。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響は、軽微であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第

97号）の適用に伴い、前連結会計年度まで投資その他の資産の「その

他」に含めて表示していた投資事業組合への出資（648百万円）は当

連結会計年度より「投資有価証券」に含めて表示しております。 

────── 



追加情報 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税） 

 当連結会計年度より、事業税の「外形標準課税」が導入されたこと

に伴い、実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委

員会（平成16年２月13日））に基づき、当連結会計年度から法人事業

税の付加価値割及び資本割を販売費及び一般管理費として処理してお

ります。この結果、従来と同一の方法によった場合に比べ販売費及び

一般管理費は122百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ同額少なく計上されております。 

────── 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 601百万円 投資有価証券（株式） 1,598百万円 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式17,222,346株

であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式19,191,270株

であります。 

※３ 連結会社及び関連会社が保有する自己株式の数

は、普通株式22,004株であります。 

※３ 連結会社及び関連会社が保有する自己株式の数

は、普通株式39,176株であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。 

給与及び賞与 9,385百万円 

賞与引当金繰入額 1,141百万円 

退職給付費用 295百万円 

役員退職給与引当金繰入額 47百万円 

減価償却費 786百万円 

賃借料 2,627百万円 

貸倒引当金繰入額 21百万円 

荷造運賃 2,554百万円 

給与及び賞与 8,632百万円 

賞与引当金繰入額 1,043百万円 

退職給付費用 274百万円 

役員退職給与引当金繰入額 62百万円 

減価償却費 921百万円 

賃借料 2,036百万円 

貸倒引当金繰入額 21百万円 

荷造運賃 2,636百万円 

※２ 販売費及び一般管理費のうち、物流関連部門に係

る費用は、3,947百万円であり、主な内訳は以下のと

おりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち、物流関連部門に係

る費用は、4,064百万円であり、主な内訳は以下のと

おりであります。 

給与及び賞与 726百万円 

荷造運賃 2,265百万円 

賃借料 245百万円 

減価償却費 207百万円 

給与及び賞与 758百万円 

荷造運賃 2,393百万円 

賃借料 202百万円 

減価償却費 192百万円 

※３        ────── ※３ 増資に伴う持分変動益で、ＺＯＡ株式99百万円及

びトーメンサイバービジネス株式47百万円でありま

す。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額の関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額の関係 

現金及び預金勘定 6,691百万円 

現金及び現金同等物 6,691百万円 

現金及び預金勘定 3,413百万円 

現金及び現金同等物 3,413百万円 

２．差入保証金のうち、金利を収受し、投資として運用

している営業保証金に係る収入・支出については、

その他の差入保証金とともに投資活動によるキャッ

シュ・フローに含めて表示しております。 

２．          同左 

３．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 

────── 

３．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 

   株式の売却により㈱ＺＯＡが連結子会社でなくな

ったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並びに

ＺＯＡ株式の売却価格と現金及び現金同等物の減少

額は次のとおりであります。 

流動資産 5,027百万円 

固定資産 1,606百万円 

連結調整勘定 351百万円 

流動負債 △5,045百万円 

固定負債 △70百万円 

少数株主持分 △770百万円 

持分変動益 82百万円 

株式売却益  79百万円 

株式売却後のＺＯＡ株式の連

結上の簿価  

△1,065百万円 

ＺＯＡ株式の売却価格 195百万円 

ＺＯＡ現金及び現金同等物 △2,325百万円 

 差引：現金及び現金同等物

の減少額 

△2,129百万円 

４．重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債の株式への

転換による資本金増加額 

580百万円 

新株予約権付社債の株式への

転換による資本準備金増加額 

579百万円 

新株予約権付社債の株式への

転換による新株予約権付社債

減少額 

1,160百万円 

４．重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債の株式への

転換による資本金増加額 

1,332百万円 

新株予約権付社債の株式への

転換による資本準備金増加額 

1,331百万円 

新株予約権付社債の株式への

転換による新株予約権付社債

減少額 

2,664百万円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転するものと認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転するものと認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

有形固定資産
（その他） 

取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具及び備品 459 220 239 

機械装置 740 567 172 

合計 1,199 787 411 

有形固定資産
（その他） 

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具及び備品 457 210 246 

機械装置 399 293 105 

合計 856 504 352 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 187百万円 

１年超 233百万円 

合計 420百万円 

１年内 138百万円 

１年超 215百万円 

合計 354百万円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 267百万円 

減価償却費相当額 249百万円 

支払利息相当額 5百万円 

支払リース料 202百万円 

減価償却費相当額 194百万円 

支払利息相当額 2百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

利息相当額の算定方法は、連結財務諸表規則第15

条の３で準用する連結財務諸表規則ガイドライン

８の６－２に基づきリース物件のうち重要なもの

については、リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっております。 

なお、その他のリース物件の取得価額相当額及び

未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によって算定し

ております。 

同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 70百万円 

１年超 67百万円 

合計 138百万円 

１年内 67百万円 

１年超 84百万円 

合計 152百万円 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度中及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（注）売却額には、投資事業組合からの分配金受領に伴う収入額１億52百万円を含めて記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
取得原価 
(百万円) 

連結貸借
対照表計
上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

(1）株式 184 367 183 

(2）債券    

① 国債・
地方債
等 

－ － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 387 425 38 

小計 571 793 221 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

(1）株式 41 33 △8 

(2）債券    

① 国債・
地方債
等 

－ － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 264 247 △17 

小計 306 280 △25 

合計 877 1,074 196 

  
取得原価 
(百万円) 

連結貸借
対照表計
上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

(1）株式 580 959 378 

(2）債券    

① 国債・
地方債
等 

－ － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 372 436 64 

小計 953 1,395 442 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

(1）株式 98 90 △7 

(2）債券    

① 国債・
地方債
等 

－ － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 201 192 △9 

小計 300 283 △17 

合計 1,253 1,679 425 

（参考）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額で

あり、当連結会計年度において、その他有価証

券で時価のあるもののうち、減損処理を行って

いるものはありません。なお、減損処理に当た

っては、当連結会計年度における時価が取得価

額に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30％～50％下落した場合には、回

復可能性等を考慮して必要と認めた銘柄につい

て減損処理を行うこととしております。 

（参考）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額で

あり、当連結会計年度において、その他有価証

券で時価のあるもののうち、減損処理を行って

いるものはありません。なお、減損処理に当た

っては、当連結会計年度における時価が取得価

額に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30％～50％下落した場合には、回

復可能性等を考慮して必要と認めた銘柄につい

て減損処理を行うこととしております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

－ － － 215 34 1 



 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

種類 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 183 249 

関連会社株式 601 1,598 

 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

投資事業組合出資金 18 177 452 － 26 399 173 － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

 当社及び連結子会社１社が利用しているデリバティ

ブ取引は、通貨関連では通貨オプション取引、金利関

連では金利スワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

 当社が利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、通貨関連では将来の仕入予定

取引に係る円安による輸入調達コストの上昇リスクを

回避し、安定的な利益の確保を図る目的で、また、金

利関連では借入金利を固定化ないしは将来の変動リス

クを回避する目的で利用しております。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、借入金利を固定化ないしは将

来の変動リスクを回避する目的で利用しております。

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連では将来の仕入予定

取引に係る円安による輸入調達コストの上昇リスクを

回避し、安定的な利益の確保を図る目的で、また、金

利関連では借入金利を固定化ないしは将来の変動リス

クを回避する目的で利用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について、繰延ヘッジを採用して

おります。なお、金融商品会計基準に定める特例処理

の要件を満たしている場合は特例処理を採用しており

ます。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段………金利スワップ 

  ヘッジ対象………借入金 

③ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間におい

て、ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計を比較

し、その変動額の比率によって評価しております。 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、借入金利を固定化ないしは将

来の変動リスクを回避する目的で利用しております。

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について、繰延ヘッジを採用して

おります。なお、金融商品会計基準に定める特例処理

の要件を満たしている場合は特例処理を採用しており

ます。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段………金利スワップ 

  ヘッジ対象………借入金 

③ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間におい

て、ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計を比較

し、その変動額の比率によって評価しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 通貨オプション取引は為替相場の変動によるリスク

を、金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

を有しております。 

 なお、取引相手先は、高格付を有する金融機関に限

定しているため、信用リスクはほとんどないと認識し

ております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。 

 なお、取引相手先は、高格付を有する金融機関に限

定しているため、信用リスクはほとんどないと認識し

ております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、資金担

当部門が決議担当者の承認を得て行っております。 

 なお、連結子会社でのデリバティブ取引の利用につ

いては、グループ各社との経営協議会において提出会

社が事前に当該取引に係るリスクを検討し、その承認

の後に行うことにしています。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、資金担

当部門が決議担当者の承認を得て行っております。 

 



２．取引の時価等に関する事項 

(1）通貨関連 

(2）金利関連 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 金利スワップ取引はすべてヘッジ会計が適用されておりますので、記載の対象から除いております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 金利スワップ取引はすべてヘッジ会計が適用されておりますので、記載の対象から除いております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

────── 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

契約額等 

（百万円） 

うち１年超

（百万円）

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

契約額等 

（百万円）

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円）

市場取引以外

の取引 

通貨オプション取引         

売建         

プット 

（米ドル） 

1,653 

(△136) 
367 △32 104 

－ 

－ 
－ － － 

買建         

コール 

（米ドル） 

551 

(43) 
122 23 △20 

－ 

－ 
－ － － 

合計 － － △9 84 － － － － 

前連結会計年度  当連結会計年度 

 （注）１．時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格に基づき

算定しております。 

２．「契約額等」欄の括弧書きは、契約当初のオ

プション料であり、評価損益は時価と契約当

初のオプション料との差額であります。 

３．△は負債又は損失を示しております。 

  （注）            ────── 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び当社グループは、確定給付型の制度として

適格退職年金制度を採用しております。また、子会社

のディーアイエス物流㈱、ディーアイエステクノサー

ビス㈱の一部社員及び㈱ＺＯＡについては、退職一時

金制度を採用しております。 

 当社及び当社グループは、確定給付型の制度として

適格退職年金制度を採用しております。また、子会社

のディーアイエス物流㈱、ディーアイエステクノサー

ビス㈱の一部社員については、退職一時金制度を採用

しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 ２．退職給付債務及びその内訳 

(1）退職給付債務 △1,609百万円 

(2）年金資産 869百万円 

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2) △739百万円 

(4）会計基準変更時差異の未処理額 － 

(5）未認識数理計算上の差異 94百万円 

(6）未認識過去勤務債務 

（債務の減額） 
－ 

(7）連結貸借対照表計上額純額 

(3）＋(4）＋(5）＋(6） 
△645百万円 

(8）前払年金費用 － 

(9）退職給付引当金(7）－(8） △645百万円 

(1）退職給付債務 △1,750百万円 

(2）年金資産 1,060百万円 

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2) △690百万円 

(4）未認識数理計算上の差異 43百万円 

(5）連結貸借対照表計上額純額 

(3）＋(4） 
△646百万円 

(6）退職給付引当金(5） △646百万円 

３．退職給付費用の内訳 ３．退職給付費用の内訳 

(1）勤務費用 210百万円 

(2）利息費用 29百万円 

(3）期待運用収益（減算） 14百万円 

(4）会計処理基準変更時差異の費用処

理額（減算） 
－百万円 

(5）数理計算上の差異の費用処理額 74百万円 

(6）過去勤務債務の費用処理額 －百万円 

(7）退職給付費用 300百万円 

(1）勤務費用 200百万円 

(2）利息費用 30百万円 

(3）期待運用収益（減算） 17百万円 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 61百万円 

(5）退職給付費用 274百万円 

４．退職給付債務の計算基礎 ４．退職給付債務の計算基礎 

(1）割引率 2.0％

(2）期待運用収益率 2.0％

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4）数理計算上の差異の処理年数 ５年

(1）割引率 2.0％

(2）期待運用収益率 2.0％

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4）数理計算上の差異の処理年数 ５年

 なお、数理計算上の差異は、翌連結会計年度より

償却することにしております。 

 なお、数理計算上の差異は、翌連結会計年度より

償却することにしております。 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 百万円

繰延税金資産  

賞与引当金 456 

未払事業税 123 

ゴルフ会員権等の評価損 105 

投資有価証券評価損 52 

貸倒引当金 60 

退職給付引当金 221 

役員退職給与引当金 115 

ポイント引当金 50 

延長保証（長期前受収益） 7 

関係会社への投資に係る一時差異 480 

その他 412 

繰延税金資産小計 2,085 

評価性引当額 △49 

繰延税金資産合計 2,036 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △79 

繰延税金負債合計 △79 

繰延税金資産の純額 1,956 

 百万円

繰延税金資産  

賞与引当金 434 

未払事業税 102 

ゴルフ会員権等の評価損 105 

投資有価証券評価損 49 

貸倒引当金 52 

退職給付引当金 261 

役員退職給与引当金 121 

ポイント引当金 － 

延長保証（長期前受収益） － 

関係会社への投資に係る一時差異 160 

その他 316 

繰延税金資産小計 1,604 

評価性引当額 △120 

繰延税金資産合計 1,483 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △172 

繰延税金負債合計 △172 

繰延税金資産の純額 1,311 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

     

流動資産－繰延税金資産  1,161百万円

固定資産－繰延税金資産  795百万円

     

流動資産－繰延税金資産  975百万円

固定資産－繰延税金資産  336百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 

（調整） 

40.5％ 

交際費等永久に損金に算入されない項

目 

2.5％ 

住民税均等割等 1.6％ 

その他 △1.3％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.3％ 

──────  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報はつぎのとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、顧客種類、販売方法、事業の収益性・成長性、事業リスク等の類似性を考慮して区分しており

ます。各事業の内容はつぎのとおりであります。 

 

情報機器
卸売等販
売事業 
(百万円) 

情報機器
店頭小売
販売事業 
(百万円) 

サポー
ト・サー
ビス事業 
(百万円) 

システム
インテグ
レーショ
ン事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 347,185 17,588 466 8,507 373,748 － 373,748 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
6,413 0 2,326 811 9,552 △9,552 － 

計 353,598 17,589 2,793 9,319 383,301 △9,552 373,748 

営業費用 349,202 16,875 2,750 9,133 377,963 △9,554 368,408 

営業利益 4,396 713 42 185 5,338 1 5,339 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
       

資産 129,252 6,974 553 2,497 139,278 △3,265 136,012 

減価償却費 698 75 12 27 814 － 814 

資本的支出 1,594 41 18 36 1,691 － 1,691 

事業区分 主な事業内容 

情報機器卸売等販売事業 
パソコン等の二次卸売店への販売、法人顧客等への販売及びこれに関連するサービス事

業 

情報機器店頭小売販売事業 
パソコン等の主として店頭等における一般消費者への対面販売及びこれに関連するサー

ビス事業 

サポート・サービス事業 
パソコン販売業者に対する商品修理等のサポート及びパソコンユーザーに対するパソコ

ン操作等のサポート及びこれに関連するサービス事業 

システムインテグレーショ

ン事業 
システム開発、搬入設置工事、ネットワーク構築及びこれらに関連するサービス事業 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、顧客種類、販売方法、事業の収益性・成長性、事業リスク等の類似性を考慮して区分しており

ます。各事業の内容はつぎのとおりであります。 

２．当連結会計年度において、当社グループの情報機器店頭小売販売事業を営んでおりました㈱ＺＯＡの株式の

一部を売却し、連結子会社から持分法適用関連会社としたことに伴い、事業の種類別セグメント情報におけ

る当該セグメントはなくなりました。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 海外子会社および連結会社の海外事業所はありませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 海外子会社および連結会社の海外事業所はありませんので、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 海外売上高はありませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 海外売上高はありませんので、該当事項はありません。 

 

情報機器卸
売等販売事
業 

(百万円) 

サポート・
サービス事

業 
(百万円) 

システムイ
ンテグレー
ション事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 367,810 563 7,385 375,759 － 375,759 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
174 2,649 374 3,199 △3,199 － 

計 367,985 3,212 7,760 378,958 △3,199 375,759 

営業費用 363,637 3,148 7,480 374,266 △3,246 371,019 

営業利益 4,348 63 280 4,692 47 4,739 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
      

資産 133,245 799 1,935 135,981 △1,909 134,072 

減価償却費 914 11 21 948 － 948 

資本的支出 1,619 13 66 1,700 － 1,700 

事業区分 主な事業内容 

情報機器卸売等販売事業 
パソコン等の二次卸売店への販売、法人顧客等への販売及びこれに関連するサービス事

業 

サポート・サービス事業 
パソコン販売業者に対する商品修理等のサポート及びパソコンユーザーに対するパソコ

ン操作等のサポート及びこれに関連するサービス事業 

システムインテグレーショ

ン事業 
システム開発、搬入設置工事、ネットワーク構築及びこれらに関連するサービス事業 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

（重要な後発事象） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,804円68銭    1,872円33銭 

１株当たり当期純利益  146円70銭     143円15銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 135円56銭    132円77銭 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,540 2,765 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 113 106 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
(113) (106) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,427 2,659 

期中平均株式数（株） 16,545,526 18,575,557 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 1,359,795 1,453,025 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社の子会社の株式会社ＺＯＡの株式のジャスダック証

券取引所上場に伴い、平成17年６月17日に同社株式1,000

株を売出により売却し、当社の議決権比率は50％以下に減

少いたしました。これにより、同社は連結子会社から持分

法適用関連会社になりました。 

────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．新株予約権付社債に関する事項はつぎのとおりであります。 

 なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の

償還に代えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新

株予約権が行使されたときには、当該請求があったものとみなします。 

 なお、本社債発行後、時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株式を新たに発行または当

社の有する当社普通株式を処分する場合には、次に定める算式をもって新株予約権の行使に際して払込をな

すべき１株あたりの額（以下、「転換価額」といいます。）を調整します。なお、次の算式において、「既

発行株式数」は当社の発行済普通株式数から、当社の有する当社普通株式の数を控除した数とします。 

＜算式＞ 

 また、株式分割により普通株式を発行する場合、時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される証

券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を

発行する場合等にも適宜転換価額を調整します。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限 

ダイワボウ情報システ

ム株式会社 

第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債 

平成16年

10月28日 
3,840 1,176 － 無し 

平成21年

９月30日 

合計 － － 3,840 1,176 － － － 

銘柄 発行すべき株式
株式の発行価格 

（円） 

発行価額の総額 

（百万円） 

新株予約権の行使に

より発行した株式の

発行価額の総額 

（百万円） 

付与割合 

（％） 
新株予約権の行使期間 

第１回 普通株式 1,353 5,000 1,160 100 
自 平成16年12月１日 

至 平成21年９月29日 

    既発
行 
株式
数 

＋

新発行・ 
処分株式
数 

×
１株当たりの 
発行・処分価

額 

調整
後 
転換
価額 

＝

調整
前 
転換
価額 

×

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 

（百万円） 

２年超３年以内 

（百万円） 

３年超４年以内 

（百万円） 

４年超５年以内 

（百万円） 

－ － － 1,176 － 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、期末の利率及び残高を加重平均して算定しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額はつぎのとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 特記事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,120 3,380 1.364 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 4,920 2,140 1.293 

平成19年5月31日

～ 

平成22年2月28日

その他の有利子負債 － － － － 

合計 8,040 5,520 － － 

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金（百万円） 1,200 820 120 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第23期 

（平成17年３月31日現在） 
第24期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   4,268   3,206  

２．受取手形   12,135   10,205  

３．売掛金 ※３  69,537   75,518  

４．商品   17,545   16,816  

５．前払費用   69   67  

６．繰延税金資産   944   790  

７．短期貸付金 ※３  1,244   664  

８．未収入金 ※３  3,245   4,013  

９．その他   12   14  

貸倒引当金   △691   △586  

流動資産計   108,313 83.3  110,709 83.2 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  6,376   6,391   

減価償却累計額  2,289 4,086  2,496 3,895  

(2）構築物  351   347   

減価償却累計額  285 65  292 54  

(3）器具及び備品  2,185   1,889   

減価償却累計額  1,401 757  1,137 751  

(4）土地   9,094   9,094  

有形固定資産計   14,004 10.8  13,795 10.4 

２．無形固定資産        

(1）借地権   330   330  

(2）ソフトウェア   736   2,171  

(3）ソフトウェア仮勘定   625   －  

(4）電話加入権   78   78  

無形固定資産計   1,771 1.3  2,580 1.9 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   1,252   1,928  

(2）関係会社株式   2,011   1,901  

(3）破産債権・再生債権・更生債
権その他これらに準ずる債権 

  196   136  

(4）長期前払費用   49   38  

(5）長期化債権   39   23  

(6）繰延税金資産   747   293  

(7）差入保証金   1,713   1,615  

(8）その他   185   186  

貸倒引当金   △235   △159  

投資その他の資産計   5,960 4.6  5,964 4.5 

固定資産計   21,736 16.7  22,340 16.8 

資産合計   130,049 100.0  133,050 100.0 

        
 



  
第23期 

（平成17年３月31日現在） 
第24期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形    10,479   9,894  

２．買掛金   72,711   74,321  

３．１年以内に返済予定の 
 長期借入金 

  420   3,380  

４．未払金   1,814   1,905  

５．未払費用   124   127  

６．未払法人税等   1,161   839  

７．未払消費税等   238   166  

８．前受金   231   226  

９．預り金   389   326  

10．賞与引当金   877   789  

流動負債計   88,447 68.0  91,976 69.1 

Ⅱ 固定負債        

１．新株予約権付社債   3,840   1,176  

２．長期借入金   4,920   2,140  

３．退職給付引当金   490   620  

４．役員退職給与引当金   233   265  

５．その他   1,135   1,207  

固定負債計   10,619 8.2  5,409 4.1 

負債合計   99,066 76.2  97,386 73.2 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  9,898 7.6  11,231 8.4 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  10,080   11,411   

資本剰余金合計   10,080 7.7  11,411 8.6 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  247   247   

２．任意積立金        

(1）別途積立金  7,900   9,600   

３．当期未処分利益  2,761   2,973   

利益剰余金合計   10,908 8.4  12,821 9.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   116 0.1  253 0.2 

Ⅴ 自己株式 ※２  △21 △0.0  △53 △0.0 

資本合計   30,983 23.8  35,664 26.8 

負債及び資本合計   130,049 100.0  133,050 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   353,894 100.0  368,308 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首商品棚卸高  17,869   17,545   

２．当期商品仕入高  334,204   346,917   

合計  352,073   364,463   

３．他勘定振替 ※１ 5,272   4,285   

４．期末商品棚卸高  17,545 329,255 93.0 16,816 343,361 93.2 

売上総利益   24,639 7.0  24,946 6.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．保管料及び荷造運賃  4,782   4,688   

２．広告宣伝費  58   106   

３．給与及び賞与  5,971   6,165   

４．福利厚生費  1,069   1,180   

５．賞与引当金繰入額  877   789   

６．退職給付費用  223   224   

７．役員退職給与引当金繰入額  35   41   

８．賃借料  1,604   1,477   

９．業務委託費  1,180   1,353   

10．交際費  274   266   

11．旅費交通費  540   518   

12．減価償却費  463   697   

13．通信費  579   550   

14．貸倒引当金繰入額  －   24   

15．その他  2,932 20,593 5.8 2,666 20,751 5.6 

営業利益   4,045 1.2  4,195 1.2 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  20   7   

２．受取配当金  110   105   

３．販売支援金  39   98   

４．受取賃貸料 ※２ 575   508   

５．雑収入  60 806 0.2 87 807 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  93   94   

２．社債発行費用  42   －   

３．賃貸資産費用  332   333   

４．支払保証料  89   93   

５．雑損失  77 635 0.2 69 591 0.2 

経常利益   4,217 1.2  4,411 1.2 

 



  
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．関係会社株式売却益  －   105   

２．貸倒引当金戻入益   112 112 0.0 136 241 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損  164   110   

２．関係会社株式評価損 ※３ 135   －   

３．事務所解約に伴う損失   － 300 0.1 116 227 0.1 

税引前当期純利益   4,028 1.1  4,425 1.2 

法人税、住民税及び事業税  1,787   1,282   

法人税等調整額  △137 1,650 0.4 514 1,797 0.5 

当期純利益   2,377 0.7  2,627 0.7 

前期繰越利益   546   629  

中間配当額   163   282  

当期未処分利益   2,761   2,973  

        



③【利益処分計算書】 

  
第23期 

株主総会承認日 
（平成17年６月29日） 

第24期 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   2,761  2,973 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  344  287  

２．役員賞与金  88  88  

（うち監査役賞与金）  (9)  (9)  

３．任意積立金  1,700 2,132 1,900 2,275 

Ⅲ 次期繰越利益   629  698 

      



重要な会計方針 

 
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．棚卸資産の評価基準及び評

価方法 

商品 

 移動平均法による原価法 

商品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物      ３年～42年 

構築物     ７年～40年 

器具及び備品  ２年～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 期間内均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理方法 社債発行費は支出時に全額費用処理しております。 ────── 

５．外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため一般債権に

ついては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し

回収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び適格退職年金制度に係る年金

資産の見込額に基づき、発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により、発生年度の翌期から費用処理する

こととしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職給与引当金 

 役員退職金の支給に備えるため、内規に基づく

期末退職金要支給額を計上しております。 

(4）役員退職給与引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を採用しております。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

 
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

８．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について、金融商品会計基準

に定める特例処理を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ方針 

 当社の事業遂行に伴い発生するリスクの低減を

目的として、それぞれのリスクに応じたヘッジ手

段を適切かつ適時に実行する方針であります。 

② ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

 ④ ヘッジ有効性の評価方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの累計を比較

し、その変動額の比率によって有効性を評価して

おります。 

④ ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のため

の重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜き方式によっております。 

  消費税等の会計処理 

同左 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響は、ありません。 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第

97号）の適用に伴い、前事業年度まで投資その他の資産の「出資金」

に含めて表示していた投資事業組合への出資（648百万円）は当事業

年度より「投資有価証券」に含めて表示しております。 

 なお、前期まで区分記載していた「出資金」（当期は百万円未満）

は、資産の総額の100分の１以下となったため、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。 

────── 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税） 

  当事業年度より、事業税の「外形標準課税制度」が導入されたこ

とに伴い、実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準

委員会（平成16年２月13日））に基づき、当事業年度から法人事業税

の付加価値割及び資本割を販売費及び一般管理費として処理しており

ます。この結果、従来と同一の方法によった場合に比べ販売費及び一

般管理費は100百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益はそれぞれ同額少なく計上されております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

第23期 
（平成17年３月31日現在） 

第24期 
（平成18年３月31日現在） 

※１ 株式の状況 

授権株数 普通株式 29,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 17,222,346株 

※１ 株式の状況 

授権株数 普通株式 29,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 19,191,270株 

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式22,004

株であります。 

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式39,176

株であります。 

※３ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

※３ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 1,094百万円 

短期貸付金 1,244百万円 

未収入金 657百万円 

売掛金 1,318百万円 

短期貸付金 664百万円 

未収入金 662百万円 

 ４ 保証債務 

 子会社のディーアイエスシステム販売株式会社の

仕入債務17百万円に対して債務保証を行っておりま

す。 

 ４ 保証債務 

──────  

 ５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は116百万円で

あります。 

 ５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は253百万円で

あります。 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

振替払出高 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

振替払出高 

器具及び備品等 87百万円 

販売費及び一般管理費 291百万円 

一括集中仕入による子会社へ

の払出高（未収入金） 

4,893百万円 

器具及び備品等 30百万円 

販売費及び一般管理費 267百万円 

一括集中仕入による子会社へ

の払出高（未収入金） 

3,987百万円 

※２ 関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

※２ 関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

受取賃貸料 550百万円 受取賃貸料 497百万円 

※３ 関係会社のＩＴエージェント株式会社の株式に対

するものであります。 

※３        ────── 



（リース取引関係） 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 器具及び備品 

取得価額相当額 214百万円 

減価償却累計額相当額 121百万円 

期末残高相当額 93百万円 

 器具及び備品 

取得価額相当額 216百万円 

減価償却累計額相当額 99百万円 

期末残高相当額 117百万円 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

（注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 40百万円 

１年超 52百万円 

合計 93百万円 

１年内 39百万円 

１年超 78百万円 

合計 117百万円 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 54百万円 

減価償却費相当額 54百万円 

支払リース料 44百万円 

減価償却費相当額 44百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過支払リース料 未経過支払リース料 

１年内 57百万円 

１年超 49百万円 

合計 107百万円 

１年内 53百万円 

１年超 63百万円 

合計 117百万円 



（有価証券関係） 

第23期（平成17年３月31日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

第24期（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

  貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 736 441 △294 

  貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 1,564 2,838 1,274 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 百万円

繰延税金資産  

賞与引当金 355 

未払事業税 107 

ゴルフ会員権等の評価損 105 

貸倒引当金 274 

退職給付引当金 198 

役員退職給与引当金 94 

関係会社株式評価損 264 

その他 371 

繰延税金資産小計 1,771 

評価性引当額 － 

繰延税金資産合計 1,771 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △79 

繰延税金負債合計 △79 

繰延税金資産の純額 1,692 

 百万円

繰延税金資産  

賞与引当金 319 

未払事業税 83 

ゴルフ会員権等の評価損 105 

貸倒引当金 210 

退職給付引当金 251 

役員退職給与引当金 107 

関係会社株式評価損 － 

その他 298 

繰延税金資産小計 1,377 

評価性引当額 △120 

繰延税金資産合計 1,256 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △172 

繰延税金負債合計 △172 

繰延税金資産の純額 1,084 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

──────  ──────  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

 
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,796円21銭     1,857円55銭 

１株当たり当期純利益 138円40銭   136円71銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 127円89銭 126円79銭 

 第23期 第24期 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,377 2,627 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 88 88 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
(88) (88) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,289 2,539 

期中平均株式数（株） 16,545,526 18,575,557 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 1,359,795 1,453,025 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社の子会社の株式会社ＺＯＡの株式のジャスダック

証券取引所上場に伴い、平成17年６月17日に同社株式

1,000株を売出により売却し、当社の議決権比率は50％以

下に減少いたしました。これにより、同社株式は時価の

ある関連会社株式となりました。 

────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

㈱メルコホールディングス 53,630 189 

日本電気㈱ 150,000 124 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 66 118 

㈱愛知銀行 8,190 115 

ピーシーエー㈱  25,000 63 

㈱クイック  168,000 61 

㈱ナナオ  15,000 60 

富士写真フィルム㈱  15,000 58 

東洋紡績㈱  100,000 36 

日本興亜損害保険㈱  30,000 32 

その他（36銘柄） 218,155 437 

計 783,041 1,299 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

投資信託受益証券（３銘柄） － 29 

投資事業組合出資（13銘柄） － 599 

計 － 629 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加の主なものは下記のとおりであります。 

【資本金等明細表】 

 （注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

２．別途積立金の増加は、前期決算の利益処分によるものであります。 

３．当期末における自己株式数は、39,176株であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円）

当期償却額 
（百万円） 

差引当期
末残高 
（百万円）

有形固定資産        

建物 6,376 31 15 6,391 2,496 219 3,895 

構築物 351 1 4 347 292 11 54 

器具及び備品 2,158 296 565 1,889 1,137 248 751 

土地 9,094 － － 9,094 － － 9,094 

有形固定資産計 17,979 328 585 17,722 3,926 480 13,795 

無形固定資産        

借地権 330 － － 330 － － 330 

電話加入権 78 － － 78 － － 78 

ソフトウェア 1,191 1,894 467 2,618 447 406 2,171 

ソフトウェア仮勘定 625 1,171 1,797 － － － － 

無形固定資産計 2,226 3,065 2,264 3,027 447 406 2,580 

長期前払費用 134 11 42 102 64 16 38 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 東京支社増床及びレイアウト変更に伴う工事 11百万円 

器具及び備品 ＤＩＳ－ＮＥＴⅡハードウェア 240百万円 

ソフトウェア ＤＩＳ－ＮＥＴⅡソフトウェア 1,878百万円 

ソフトウェア ＴＶ会議システム 8百万円 

ソフトウェア仮勘定 ＤＩＳ－ＮＥＴⅡ他システム開発  1,171百万円 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 9,898 1,332 － 11,231 

資本金のう

ち既発行株

式 

普通株式（注）１． （株） (17,222,346) (1,968,924) － (19,191,270) 

普通株式（注）１． （百万円） 9,898 1,332 － 11,231 

計 （株） (17,222,346) (1,968,924) － (19,191,270) 

計 （百万円） 9,898 1,332 － 11,231 

資本準備金

及びその他

資本剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金（注）１． （百万円） 10,080 1,331 － 11,411 

（その他資本剰余金） （百万円） － － － － 

計 （百万円） 10,080 1,331 － 11,411 

利益準備金

及び任意積

立金 

（利益準備金) （百万円） 247 － － 247 

（任意積立金）      

別途積立金(注)２． （百万円） 7,900 1,700 － 9,600 

計 （百万円） 8,147 1,700 － 9,847 



【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額のその他のうち158百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替額、５百万円は貸倒懸

念債権等の回収に伴う取崩額、136百万円は貸倒懸念債権等の回収見込額の増加に伴う取崩額であります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 927 192 72 300 746 

賞与引当金 877 789 877 － 789 

役員退職給与引当金 233 41 10 － 265 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 83 

普通預金 3,084 

当座預金 27 

別段預金 2 

定期預金 8 

預金計 3,122 

合計 3,206 

相手先 金額（百万円） 

日本ビジネスコンピューター㈱ 270 

日本電計㈱ 265 

㈱日興商会 219 

㈱理経 203 

㈱インテック 191 

その他 9,054 

合計 10,205 

期日 受取手形（百万円） 

平成18年４月 3,126 

平成18年５月 3,326 

平成18年６月 2,745 

平成18年７月 884 

平成18年８月 122 

合計 10,205 



ハ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ．商品 

相手先 金額（百万円） 

㈱ビックカメラ 3,814 

㈱リコー 2,717 

富士ゼロックス㈱ 2,642 

ＮＥＣフィールディング㈱ 1,544 

㈱ＺＯＡ 1,277 

その他 63,520 

合計 75,518 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

69,537 386,723 380,743 75,518 83.4 68.5 

品名 金額（百万円） 

パソコン本体 7,687 

モニター 2,189 

プリンター 897 

その他周辺機器 3,485 

ソフトウエア 686 

その他 1,869 

合計 16,816 



② 負債の部 

イ．支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

ロ．買掛金 

(3）【その他】 

 特記事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

東芝情報機器㈱ 2,931 

エプソン販売㈱ 1,914 

ソフトバンクＢＢ㈱ 1,083 

シャープエレクトロニクスマーケティング㈱ 576 

ヤマハエレクトロニクスマーケティング㈱ 382 

その他 3,005 

合計 9,894 

期日 支払手形（百万円） 

平成18年４月 4,050 

平成18年５月 3,357 

平成18年６月 2,476 

平成18年７月 9 

合計 9,894 

相手先 金額（百万円） 

日本電気㈱ 6,319 

日本ヒューレット・パッカード㈱ 6,081 

㈱バッファロー 5,342 

㈱アイ・オー・データ機器 4,690 

㈱富士通パーソナルズ 4,433 

その他 47,454 

合計 74,321 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当社は、平成18年６月29日開催の定時株主総会において、「当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事

故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して

行う。」旨の定款変更が決議されております。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 500株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取・買増手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

 (1）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第23期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

 (2）半期報告書 

  （第24期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月12日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日  

ダイワボウ情報システム株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 三島 泰明  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田  晃  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 田原 準平  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイワ

ボウ情報システム株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイ

ワボウ情報システム株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名された原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日  

ダイワボウ情報システム株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 三島 泰明  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田  晃  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 田原 準平  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイワ

ボウ情報システム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイ

ワボウ情報システム株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名された原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日  

ダイワボウ情報システム株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 三島 泰明  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田  晃  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 田原 準平  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイワ

ボウ情報システム株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイワボ

ウ情報システム株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名された原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日  

ダイワボウ情報システム株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 三島 泰明  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田  晃  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 田原 準平  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイワ

ボウ情報システム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第24期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイワボ

ウ情報システム株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名された原本は当社が別途保管しております。 
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